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第１部 調査の概要 

１ 調査の目的 

市内事業所における男女共同参画の取組の現状及び課題を把握し、「横浜市男女共同参画行

動計画」に基づく施策を推進するための参考資料として活用する。 

 

２ 調査の設計 

（１）調査対象： 

「平成 28年経済センサス・活動調査 調査票」に基づく横浜市内所在の事業所で、産業分

類がＡ（農業、林業）、Ｂ（漁業）及びＣ（鉱業、採石業、砂利採取業）を除く産業に属する、

従業員規模 10人以上の 10,739民営事業所のうち、3,500事業所を調査対象とした。 

（２）標本抽出の方法： 

従業員規模における①10～99人、②100～299人、③300～499人、④500人以上の各区分に

おいて、従業員規模ごとの母数に基づいて比例割り当てした標本数を無作為抽出した。 

（３）調査方法：郵送配布・郵送回収法 

（４）調査期間：令和３年 10月４日〜10月 25日 

（５）調査内容： 

①事業所の概要、②女性の雇用・登用推進状況、③多様で柔軟な働き方を進めるための取

組、④ハラスメントの防止、⑤行政の取組 

（６）調査実施機関：株式会社アールピーアイ栃木 

 

３ 回収結果 

配布票数：3,123票（送付数 3,500票のうち、あて先不明 377事業所） 

有効回収票数：781票（標本数という、有効回収率 25.0％） 

有効回答数：781 －α（αは無回答、非該当などで設問ごとに異なる） 

 

４ 報告書の見方 

（１）百分比は標本数・有効回答数を 100％として算出した。小数点第２位以下を四捨五入したた

め、百分比の合計が 100％にならない場合がある。 

（２）有効回答数とは、標本数 781（有効回収票数）から、各設問における無回答と非該当を除い

たものとする。非該当とは、「○を付けた方にお聞きします」のように前の設問の回答により

対象を限定した設問において、設問の対象とはならない標本を指す。 

（３）複数回答可（１つの事業所が２つ以上の回答をすることができる）の設問においては、各選

択肢に対する回答率の合計が 100％を超えることがある。 

（４）本報告書に掲載したグラフや表の中の、産業分類別、事業所の従業員規模別などの数値のそ

れぞれ合計は、各項目において無回答の事業所があるため、全事業所数に一致しない。 

（５）本報告書では、市内事業所における各種取組等の変化の状況をみるために、過去の本市「男

女共同参画に関する事業所調査報告書」との比較をいくつかの設問において行っている。  
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【参考】今回調査および令和２年度・平成 29 年度調査の概要 

 今回調査 令和２年度調査 平成 29 年度調査 

調査時期 
令和３年 10月４日〜 

10月 25日 

令和２年７月６日〜 

７月 27日 

平成 29年 11月 14日〜

11月 30日 

調査対象 

平成 28年経済センサス・

活動調査 調査票に基

づく市内所在の事業所

で、産業分類がＡ（農業、

林業）、Ｂ（漁業）及びＣ

（鉱業、採石業、砂利採

取業）を除く産業に属す

る、従業員規模 10 人以

上の 10,739 民営事業所

のうち、3,500事業所 

平成 28年経済センサス・

活動調査 調査票に基

づく市内所在の事業所

で、産業分類がＡ（農業、

林業）、Ｂ（漁業）及びＣ

（鉱業、採石業、砂利採

取業）を除く産業に属す

る、従業員規模 10 人以

上の 10,739 民営事業所

のうち、3,500事業所 

平成 26年経済センサス・

基礎調査 調査票に基

づく市内所在の事業所

で、産業分類がＡ（農業、

林業）、Ｂ（漁業）及びＣ

（鉱業、採石業、砂利採

取業）を除く産業に属す

る、従業員規模 10 人以

上の 14,200 民営事業所

のうち、2,500事業所 

抽出方法 
従業員規模別に比例割

り当てを行い、層化抽出 

従業員規模別に比例割

り当てを行い、層化抽出 

従業員規模別に比例割

り当てを行い、層化抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収 郵送配布・郵送回収 郵送配布・郵送回収 

有効回収票数

（回収率） 

781事業所 

（25.0％） 

1,130事業所 

（36.2％） 

564事業所 

（24.2％） 

 

（６）本調査における従業員とは、正社員・正職員、非正規社員・非正規職員（パート、アルバイ

ト等）に関わらず、 

①期間の定めなく雇用されている者 

②１か月以上の期間を定めて雇用されている者 

のいずれかに該当する者をいう。 
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５ 回答事業所の属性 

（１）産業分類別事業所数 

有効回収事業所の産業分類別の割合は、下図のとおりである。 

図 0-1：産業分類別事業所数及び割合 ＜設問１＞ 有効回答数：740 

 

 

調査結果の分析を行う際には、日本標準産業分類における 15分類を、令和２年度調査と同様、

便宜的に以下の４分類にまとめてクロス集計を行っている。 

 

本調査における４分類 日本標準産業分類 

１．製造業 建設業、製造業 

２．卸売業、小売業 卸売業、小売業 

３．医療、福祉 医療、福祉 

４．サービス業 

電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、郵便業、金融業・

保険業、不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・技術サービス業、

宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習

支援業、複合サービス事業、その他サービス業 

 

  

99 (13.4%)

79 (10.7%)

4 (0.5%)

14 (1.9%)

36 (4.9%)

107 (14.5%)

7 (0.9%)

15 (2.0%)

27 (3.6%)

21 (2.8%)

17 (2.3%)

47 (6.4%)

151 (20.4%)

4 (0.5%)

112 (15.1%)

0 50 100 150 200 250

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）
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図 0-2：調査結果の分析に使用した４産業分類別事業所数及び割合 ＜設問１＞ 有効回答数：740 

 

 

（２）企業全体（全社）の従業員規模別事業所数 

本調査においては、事業所や企業の従業員規模による回答傾向の差を分析するため、企業全

体（全社）の従業員規模を次の４つに区分した。 

①29人以下 

②30〜99人 

③100〜299人 

④300人以上 

図 0-3：企業全体（全社）の従業員規模別事業所数及び割合 ＜設問２＞ 有効回答数：746 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

  

178 (24.1%)

107 (14.5%)

151 (20.4%)

304 (41.1%)

0 50 100 150 200 250 300 350 400

製造業

卸売業、小売業

医療、福祉

サービス業

56.6 29.2 8.8 5.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29人以下（422） 30～99人（218） 100～299人（66） 300人以上（40）
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（３）従業員規模別の事業所数 

本調査に回答した事業所の従業員規模は 10人以上を対象としているが、実際には９人以下の

企業が存在（平成 28 年経済センサス・活動調査時点では 10 人以上であったが、調査時点で９

人以下に減少したもの）しており、従業員規模を以下の５つに区分している。 

①9人以下 

②10～29人 

③30〜99人 

④100〜299人 

⑤300人以上 

図 0-4：事業所ごとの従業員規模別事業所数及び割合（５区分） ＜設問３＞ 有効回答数：745 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

【参考】横浜市全体の従業員規模別事業所の割合（５区分） ＜経済センサス平成 28 年度＞ 

 

出典：平成 28 年経済センサス活動調査 

 

 

11.3 57.0 25.2 4.6 1.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9人以下（84） 10～29人（425） 30～99人（188） 100～299人（34） 300人以上（14）

72.8 19.5 6.2 1.2 0.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9人以下 10～29人 30～99人 100～299人 300人以上
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第２部 調査結果の概要 

１ 事業所の概要 

【男女別にみた雇用形態構成（1-2） p.12～】 

・全従業員に占める正社員・正職員比率は 58.4％となっている。＜男性＞の正社員・正職員比率は

76.6％、＜女性＞の正社員・正職員比率は 38.0％と大きな差がある。 

・過去の調査と比較すると、男女ともに正社員・正職員の比率が前回調査に比べて低くなっている。 

【雇用形態別にみた男女構成（1-3） p.14～】 

・全従業員に占める女性比率は 47.1％で、前回調査（45.4％）に比べてやや増加した。 

・正社員・正職員に占める女性比率は 30.7％で、前回調査（33.2％）と比較してやや減少している。 

・新規採用した正社員・正職員に占める女性比率は 25.0％であり、正社員・正職員に占める上記の

女性比率（30.7％）よりも低くなっている。なお、前回調査（45.0％）と比較しても大幅に減少

している。 

【産業分類別の特徴（1-4） p.17～】 

・男女別にみた雇用形態別構成は、女性では、＜卸・小売業＞、＜サービス業＞での正社員・正職

員の比率が非正規社員・非正規職員より総体的に低く、特に＜卸・小売業＞では 18.7％と極端に

低くなっている。 

・全従業員に占める女性比率を産業分類別にみると、＜医療・福祉＞が 76.0％、＜卸・小売業＞が

64.3％と、女性の比率が高い。一方、＜製造業＞では、女性従業員比率は 24.8％と非常に低くな

っている。 

【従業員規模別の特徴（1-5） p.19～】 

・正社員・正職員における女性比率は、＜299人以下＞の事業所では、おおむね 35％前後となって

いるが、＜300人以上＞の事業所では、女性比率が 21.1％と低くなっている。一方、非正規社員・

非正規職員の女性比率は、おおむね 60％～70％前後となっている。 

【正社員・正職員の勤続年数（1-6） p.21～】 

・正社員・正職員の平均勤続年数は、男性が 11.5年、女性が 9.7年で、男女ともに前回調査とほぼ

横ばいとなっている。 

・産業分類別にみると、＜医療・福祉＞の「10年未満」の割合が高くなっている。 

【従業員の平均賃金（月収）（1-7） p.24～】 

・正社員・正職員の平均賃金（月収）は、＜男性＞が 334,598円であるのに対し、＜女性＞は 268,874

円と 65,724円低くなっている。非正規社員・非正規職員でも＜男性＞が 133,932円であるのに対

し、＜女性＞は 114,651円と 19,281円低くなっている。 

・正社員・正職員の平均賃金（月収）を産業分類別にみると、20万円未満の割合は全体で＜医療・

福祉＞が高く、女性に限定すると＜卸・小売業＞で割合が高くなっている。従業員規模別にみる

と、全体・男女ともに、規模が小さくなる程、20万円未満の割合が高くなっている。 

・非正規社員・非正規職員の平均賃金（月収）を産業分類別にみると、いずれの業種でも 20万円未

満の割合が 70％を超えている。従業員規模別にみると、正社員・正職員と同様に、規模が小さく

なる程、20万円未満の割合が高くなっている。 

  

※括弧内は、調査結果の分析・考察（第 3部）の対応項目を表示（以下、同様） 
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２ 女性の雇用・登用推進 

【女性の雇用（採用、継続就業）に向けた取組（2-1） p.32～】 

・女性の雇用（採用、継続就業）に向けた取組は、「仕事と育児・介護等の両立支援」が 46.1％で最

も高く、次いで「長時間労働の是正」が 36.6％となっている。なお、「特に実施していない」は

28.9％となっている。 

・産業分類別にみると、＜医療・福祉＞で「仕事と育児・介護等の両立支援」を実施している割合

が 64.2％で最も高くなっている。 

・従業員規模別にみると、「仕事と育児・介護等の両立支援」は規模が大きくなる程、回答割合が高

くなり、「特に実施していない」は規模が小さくなる程、回答割合が高くなる傾向がみられる。 

【女性の雇用（採用、継続就業）を進める上での課題（2-2） p.34～】 

・女性の雇用（採用、継続就業）を進める上での課題は、「育児・介護等による制約が多い」が 27.0％

で最も高くなっている。なお、「特に課題はない」は 40.6％となっている。 

【女性管理職の割合（2-3） p.36～】 

・課長相当職以上の女性比率は 18.7％であり、前回、前々回調査から上昇している。係長相当職以

上の女性比率は 20.0％で、前回（21.7％）、前々回（19.8％）と比較して増減はあるものの、おお

むね横ばいとなっている。 

・職位別の管理職の女性比率は、役員 26.0％、部長相当職 14.8％、課長相当職 15.3％、係長相当

職 22.8％であり、役員と係長相当職の女性比率が高くなっている。 

・産業分類別にみると、課長相当職以上に限定した女性比率や係長相当職以上の女性比率は、＜医

療・福祉＞が 50％を超えているが、その他の業種では、10％台となっている。 

・従業員規模別にみると、規模が大きくなる程、管理職の女性比率が低くなる傾向がみられる。ま

た、女性役員がいる事業所の方が、いない事業所と比べて、全ての職位で管理職の女性比率が大

幅に高くなっている。 

【女性管理職の登用（昇進）に向けた取組（2-4） p.43～】 

・「女性管理職の登用（昇進）に向けた取組を実施している」事業所は 26.5％、「女性管理職の登用

（昇進）は必要だと思うが、それを意識した取組は実施していない」は 53.8％となっている。 

・産業分類別にみると、取組実施率は＜医療・福祉＞で 40.8％と最も高く、一方、＜卸・小売業＞

は 18.8％と低くなっている。従業員規模別にみると、規模が小さくなる程、「女性管理職の登用

（昇進）が必要だと思わず、取組も実施していない」の回答割合が高くなる傾向がみられる。 

【女性管理職の登用（昇進）を進める上での課題（2-5） p.45～】 

・女性管理職の登用（昇進）を進める上での課題は、「女性本人が希望しない」が 28.4％で最も高

く、次いで「必要な知識や経験、判断力等を有する女性がいない」が 21.3％となっている。 

・産業分類別にみると、＜医療・福祉＞で「既に女性管理職が十分在職している」が高くなってい

る。従業員規模別にみると、「女性本人が希望しない」は、いずれの規模でもおおむね 30％前後

となっている。 

【女性管理職の登用（昇進）を女性本人が希望しない理由（2-6） p.47～】 

・女性管理職の登用（昇進）を女性本人が希望しない理由は、「責任が重いため」が 71.6％で最も

高く、次いで「必要な知識や経験、判断力等を有していないため」が 37.0％となっている。 

・産業分類別、従業員規模別にみても、「責任が重いため」が最も高くなっている。  
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【女性の雇用・登用を進める影響（効果）（2-7） p.49～】 

・女性の雇用・登用を進めるメリットは、「多様な視点を持つことで多方面からのニーズに応えられ

る」63.8％、「優秀な人材の確保・定着につながる」61.9％、「企業評価の向上につながる」59.4％、

「職場風土が改善され、組織が活性化する」57.8％、「企業業績の向上につながる」47.7％、「生

産性の向上につながる」45.7％の順となっている。 

【女性管理職の増加見込み（2-8） p.56～】 

・今後の女性管理職の増加見込みについて、「見込んでいる」事業所は 29.4％となっており、「分か

らない」が 51.7％と半数以上を占めている。 

・産業分類別にみると、「見込んでいる」割合が最も高いのは＜医療・福祉＞で 42.1％となってい

る。一方、最も低いのは＜製造業＞19.5％となっている。従業員規模別にみると、規模が大きく

なる程、「見込んでいる」割合がおおむね高くなる傾向がみられる。 

 

３ 多様で柔軟な働き方を進めるための取組 

【従業員の有給休暇の取得状況（3-1） p.58～】 

・正社員・正職員の年次有給休暇取得率は 56.7％（１人あたりの平均付与日数 14.54日、取得日数

8.24日）であり、前回調査より減少しているが、前々回調査よりは高い水準となっている。なお、

取得率 70％を超えている事業所の割合は 36.1％となっている。 

・非正規社員・非正規職員の年次有給休暇取得率は 76.5％（１人あたりの平均付与日数 7.81 日、

取得日数 5.97日）となっている。 

【多様で柔軟な働き方に関する制度の整備・利用状況（3-2） p.61～】 

・「制度があり、利用実績がある」事業所の比率を比較すると、「非正規と正規の転換制度」31.2％、

「テレワーク」26.9％、「フレックスタイム」22.7％、「限定正社員制度（職務・勤務地・短時間

等）」15.4％、「職種の転換制度（一般職と総合職等）」13.5％の順となっている。 

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴ってテレワーク制度見直しを実施したかを聞いたところ、「制

度の拡充や利用の推奨を行った」は 38.1％、「制度を新たに導入した」は 49.5％、「制度見直しは

行わなかった」は 12.4％となっている。 

・テレワークやフレックスタイム制度を保有する事業所に今後も制度を推進するかどうか聞いたと

ころ、53.8％がテレワークを、64.6％がフレックスを今後も推進すると回答している。 

【育児休業の取得状況（3-3） p.72～】 

・配偶者が出産した男性従業員の育児休業取得率は、15.7％と前回調査（17.6％）より低くなって

いるが、中長期的には増加傾向となっている。 

・育児休業を取得した男性従業員の取得日数は、「１か月以上３か月未満」が 31.3％で最も高くな

っている。また、「１か月以上」を合計すると 54.2％となっている。 

【男性従業員の育児休業取得を進める上での課題（3-4） p.75～】 

・男性従業員の育児休業取得を進める上での課題は、「男性従業員本人が希望しない」が 35.5％で

最も高く、次いで「男性従業員の育児休業取得に関する同僚の理解が足りない」が 13.3％となっ

ている。 

・産業分類別にみると、いずれの業種でも「特にない」が最も高く、次いで「男性従業員本人が希

望しない」が高くなっている。従業員規模別にみると、＜299 人以下＞の事業所では、規模が大

きくなる程、「男性従業員本人が希望しない」の回答割合が高くなる傾向がみられる。  
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【育児休業取得を男性従業員本人が希望しない理由（3-5） p.77～】 

・育児休業取得を男性従業員本人が希望しない理由は、「業務が繁忙で職場の人手が不足していた」

が 58.2％で最も高く、次いで「配偶者や親族等、自分以外に育児を担う人がいた」が 47.0％とな

っている。 

・産業分類別にみると、＜製造業＞＜卸・小売業＞＜サービス業＞では、「職場が育休を取得しづら

い雰囲気だった」が、＜医療・福祉＞では、「配偶者や親族等、自分以外に育児を担う人がいた」

が最も高くなっている。 

【多様で柔軟な働き方を進める上での課題（3-6） p.79～】 

・多様で柔軟な働き方を進める上で特に難しいと感じている項目は、「育児休業や介護休業などによ

る代替要員の確保が難しい」が 50.0％で最も高く、次いで「職場で周りの人の業務量が増える」

が 40.4％となっている。 

・産業分類別にみると、いずれの業種でも「育児休業や介護休業などによる代替要員の確保が難し

い」が最も高く、特に＜卸・小売業＞で 56.6％と高くなっている。 

 

４ ハラスメントの防止 

【ハラスメント対策に関する取組状況（4-1） p.81～】 

・「職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や対応策等の取組を行っている」と回答した事業

所は 48.4％で前回調査（36.8％）と比較して増加している。一方、「必要性は感じているが、取組

は進んでいない」「特に必要性は感じていない」の合計が 49.4％となっている。 

・従業員規模別にみると、規模が大きくなる程、ハラスメント対策に関する取組率が高くなる傾向

がみられる。 

【ハラスメント対策の具体的な取組内容（4-2） p.88～】 

・ハラスメント防止のために実施している取組は、「相談・苦情に対処するための窓口（担当）を設

置している」が 59.8％で最も高く、次いで「トップの宣言や就業規則などでハラスメント防止に

ついての方針を明確にしている」が 56.8％となっている。 

・従業員規模別みると、規模が大きくなる程、各種取組の実施率がおおむね高くなる傾向がみられ

る。 

【ハラスメント対策に取り組んでいない理由（4-3） p.90～】 

・ハラスメント対策に取り組んでいない理由は、「従業員全員に対して個別に目が行き届き、将来、

ハラスメントが発生しても個別に対応するので、とりたてて防止策をとる必要がないため」が

48.4％で最も高く、次いで「過去に、職場内でハラスメントが発生していないため」が 44.2％と

なっている。 

【ハラスメントが起きた場合、対応として特に困難な点（4-4） p.93～】 

・ハラスメントが起きた時、対応として特に難しい点は、「当事者の言い分が食い違う等、事実確認

が難しい」が 46.5％で最も高く、次いで「当事者のプライバシーの保持が難しい」が 36.7％、「加

害者の可能性のある者にハラスメントの問題を理解させるのが難しい」が 29.8％となっている。 
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５ 行政の取組 

【関心のある行政施策（5-1） p.95～】 

・関心のある行政施策は、「育児休業の取得を義務付ける法律や条例の制定」16.9％、「女性活躍や

ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組む企業の事例紹介」16.7％、「女性活躍やワー

ク・ライフ・バランスの実現に積極的に取り組む企業向けのインセンティブ」16.6％、「男性社員

に対する家事や育児等への参画促進に向けた啓発や働きかけ」16.3％、「活用できる支援制度に関

する情報提供（メールマガジン、ウェブサイト等）」15.6％となっている。 

【よこはまグッドバランス賞の認知度（5-2） p.96～】 

・横浜市が行っている『よこはまグッドバランス賞』について、「内容まで知っている」は 10.4％、

「聞いたことはあるが、内容は知らない」は 24.6％、「知らない」は 65.0％となっており、前回

調査（58.2％）に比べて「知らない」の回答割合が増加している。 

・従業員規模別にみると、規模が小さい程、「聞いたことはあるが、内容は知らない」「知らない」

の回答割合がおおむね高くなる傾向がみられる。 
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第３部 調査結果の分析・考察 

第１章 事業所の概要 

１－１ 事業所従業員数 

本調査では、事業所の従業員数について、「雇用形態別（正社員・正職員、非正規社員・非正規職

員）の従業員数」とその合計である「常時雇用する従業員数」や「派遣社員数」、そして「令和２年

度の新規採用数」について記入していただいた。 

事業所によっては、記入された「雇用形態別の従業員数」や「男女別の従業員数」が、それぞれ

の合計の従業員数と一致しない場合もあった。そこで、雇用形態別、男女別の雇用の状況を分析す

るために、アンケート票に記入された雇用形態別、男女別の値を加算して「常時雇用する従業員数」

とした。（図表 1-1-1、1-1-2） 

図表 1-1-1：事業所従業員数の合計 ＜設問３＞ （単位：人） 

 

常時雇用する 

従業員 

 

派遣社員 
雇用形態別従業員 

正社員・正職員 
非正規社員・ 

非正規職員 

男 性 19,208 14,713 4,495 811 

女 性 17,131 6,508 10,623 500 

男女計 36,339 21,221 15,118 1,311 

※男女の常時雇用する従業員数は、それぞれの雇用形態別従業員数（正社員・正職員、非正規社員・非正規職員）の合計に

より修正し、男女計の各項目は、修正後の男女別の各項目の合計とした。 

図表 1-1-2：令和２年度の新規採用数の合計 ＜設問３＞ （単位：人） 

 

常時雇用する 

従業員 

 

派遣社員 
雇用形態別従業員 

正社員・正職員 
非正規社員・ 

非正規職員 

男 性 3,106 2,301 805 234 

女 性 1,979 765 1,214 221 

男女計 5,085 3,066 2,019 455 

※男女の常時雇用する従業員数は、それぞれの雇用形態別従業員数（正社員・正職員、非正規社員・非正規職員）の合計に

より修正し、男女計の各項目は、修正後の男女別の各項目の合計とした。 
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１－２ 男女別にみた雇用形態構成 

事業所が常時雇用する従業員の雇用形態別構成をみると、全従業員の正社員・正職員比率は

58.4％となっている。前回調査では、正社員比率が 63.4％となっていた。男女別に正社員・正職員

比率をみると、＜男性＞は 76.6％であるのに対して、＜女性＞では 38.0％と 38.6ポイント低くな

っており、男女間で開きがある。（図表 1-2-1） 

過去の調査と比較すると、男女ともに正社員・正職員の比率が前回調査に比べて低くなっている。

（図表 1-2-2） 

図表 1-2-1：事業所の常時雇用する従業員の雇用形態構成 ＜設問３＞ 

 

＊（ ）内の数字は従業員数 

 

  

21,221人
58.4%

14,713人
76.6%

6,508人
38.0%

15,118人
41.6%

4,495人
23.4%

10,623人
62.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常時雇用する従業員
(36,339)

男性(19,208)

女性(17,131)

正社員・正職員 非正規社員・非正規職員
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図表 1-2-2：事業所の常時雇用する従業員の雇用形態構成（過去の調査との比較） ＜設問３＞ 

 

＊（ ）内の数字は従業員数 

 

  

38.0 

46.3 

35.2 

39.0 

38.9 

62.0 

53.7 

64.8 

61.0 

61.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(17,131)

令和２年度(23,037)

平成29年度(15,313)

平成27年度(39,332)

平成25年度(46,082)

女
性

76.6 

77.5 

66.2 

72.1 

73.8 

23.4 

22.5 

33.8 

27.9 

26.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(19,208)

令和２年度(27,738)

平成29年度(17,074)

平成27年度(57,188)

平成25年度(60,657)

男
性

正社員・正職員 非正規社員・非正規職員

女
性 

男
性 
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１－３ 雇用形態別にみた男女構成 

男女比を雇用形態別にみると、正社員・正職員では＜女性＞が 30.7％、＜男性＞が 69.3％と＜女

性＞が 38.6ポイント低くなっているのに対して、非正規社員・非正規職員では＜女性＞が 70.3％、

＜男性＞が 29.7％と＜女性＞が 40.6 ポイント高くなっている。また、令和２年度の新規採用数の

男女比をみると、正社員・正職員では＜女性＞が 25.0％、＜男性＞が 75.0％となっており、正社

員・正職員全体の女性比率 30.7％と比較して低くなっている。非正規社員・非正規職員では＜女性

＞が 60.1％、＜男性＞が 39.9％となっている。（図表 1-3-1） 

過去の調査と比較すると、正社員・正職員における女性の割合は、ゆるやかに増加傾向であった

ものの、前々回調査以降は 30％台で横ばいとなっている。一方、非正規社員・非正規職員における

女性の割合は、多少の増減はあるが、おおむね増加傾向となっている。また、令和２年度の新規採

用における正社員・正職員の女性の割合は、過去の調査では 40％台で推移していたが、今回調査で

は前回調査に比べて 20.0ポイント低くなっている。（図表 1-3-2、1-3-3） 

図表 1-3-1：雇用形態別にみた常時雇用する従業員の男女構成 ＜設問３＞ 

 

＊（ ）内の数字は従業員数 

 

  

47.1 

30.7 

70.3 

52.9 

69.3 

29.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常時雇用する従業員(36,339)

正社員・正職員(21,221)

非正規社員・非正規職員(15,118)

全
体

38.9 

25.0 

60.1 

61.1 

75.0 

39.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常時雇用する従業員(5,085)

正社員・正職員(3,066)

非正規社員・非正規職員(2,019)

R2
年
度
新
規
採
用

女性 男性

全
体 

R2
年
度
新
規
採
用 
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図表 1-3-2：雇用形態別にみた常時雇用する従業員の男女構成（過去の調査との比較） ＜設問３＞ 

 

＊（ ）内の数字は従業員数 

 

  

47.1 

45.4 

47.3 

40.8 

43.2 

39.3 

39.2 

52.9 

54.6 

52.7 

59.2 

56.8 

60.7 

60.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(36,339)

令和２年度(50,775)

平成29年度(32,387)

平成27年度(96,520)

平成25年度(106,739)

平成22年度(130,100)

平成18年度(65,907)

全
従
業
員

30.7 

33.2 

32.3 

27.1 

28.6 

26.2 

26.8 

69.3 

66.8 

67.7 

72.9 

71.4 

73.8 

73.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(21,221)

令和２年度(32,172)

平成29年度(16,695)

平成27年度(56,603)

平成25年度(62,686)

平成22年度(82,764)

平成18年度(43,346)

正
社
員
・
正
職
員

70.3 

66.5 

63.2 

60.1 

63.9 

62.1 

64.2 

29.7 

33.5 

36.8 

39.9 

36.1 

37.9 

35.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(15,118)

令和２年度(18,603)

平成29年度(15,692)

平成27年度(39,917)

平成25年度(44,053)

平成22年度(47,336)

平成18年度(22,052)

非
正
規
社
員
・
非
正
規
職
員

女性 男性

全
従
業
員 

正
社
員
・正
職
員 

非
正
規
社
員
・非
正
規
職
員 
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図表 1-3-3：令和２年度新規採用の正社員・正職員数の男女構成（過去の調査との比較） ＜設問３＞ 

 

＊（ ）内の数字は従業員数 
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１－４ 産業分類別の特徴 

（１）正社員・正職員比率 

正社員・正職員比率を産業分類別にみると、＜製造業＞が 80.1％で最も高く、次いで＜サービス

業＞が 65.2％、＜医療・福祉＞が 54.2％となっており、＜卸・小売業＞が 34.2％で最も低くなっ

ている。（図表 1-4-1） 

女性従業員における正社員・正職員比率をみると、いずれの業種でも男性より低いが、特に＜卸・

小売業＞では男性の正社員・正職員率が 62.2％であるのに対して、女性は 18.7％と 43.5ポイント

低くなっている。一方、＜医療・福祉＞では、男性の正社員・正職員比率が 64.4％であるのに対し

て、女性は 51.0％と 13.4ポイントの差にとどまり、男女間の差が比較的少なくなっている。（図表

1-4-1） 

図表 1-4-1：従業員の雇用形態構成（産業分類別×男女別） ＜設問３＞ 
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（２）女性比率 

全従業員の女性比率を産業分類別にみると、＜医療・福祉＞が 76.0％と高い一方、＜製造業＞で

は 24.8％と低くなっている。 

正社員・正職員では、＜医療・福祉＞の女性比率が 71.5％と突出して高く、他の産業分類はいず

れも低くなっており、特に＜製造業＞が 16.8％と低くなっている。非正規社員・非正規職員では、

いずれの業種でも女性比率が高く 50％を超えており、中でも＜医療・福祉＞は 81.3％、＜卸・小売

業＞は 79.5％と高くなっている。（図表 1-4-2） 

図表 1-4-2：従業員の男女構成（雇用形態別×産業分類別） ＜設問３＞ 
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１－５ 従業員規模別の特徴 

（１）正社員・正職員比率 

正社員・正職員比率を従業員規模別にみると、＜30人以上＞の事業所では、規模が大きくなる程、

正社員・正職員比率が低くなる傾向がみられる。 

女性従業員における正社員・正職員比率について、＜299人以下＞の事業所では、おおむね 45％

～50％前後となっているが、＜300人以上＞の事業所では、正社員・正職員比率が 21.1％と低くな

っている。一方、男性従業員の正社員・正職員比率は、全ての従業員規模でおおむね 70％～80％前

後となっている。（図表 1-5-1） 

図表 1-5-1：従業員の雇用形態構成（従業員規模別×男女別） ＜設問３＞ 
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（２）女性比率 

正社員・正職員における女性比率について、＜299人以下＞の事業所では、おおむね 35％前後と

なっているが、＜300人以上＞の事業所では、女性比率が 21.1％と低くなっている。一方、非正規

社員・非正規職員の女性比率は、全ての従業員規模でおおむね 60％～70％前後となっている。（図

表 1-5-2） 

図表 1-5-2：従業員の男女構成（雇用形態別×従業員規模別） ＜設問３＞ 
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１－６ 正社員・正職員の勤続年数 

（１）全体的な特徴 

正社員・正職員の平均勤続年数について、全体ではほぼ前回調査並みの 11.1年となっている。内

訳をみると、＜女性＞では前回調査の 9.8 年から 9.7 年とほぼ横ばい、＜男性＞でも前回調査の

11.8年から 11.5年とほぼ横ばいとなっている。（図表 1-6-1） 

平均勤続年数 10年未満の割合をみると、＜女性＞は 62.9％、＜男性＞は 47.5％となっている。

（図表 1-6-2） 

図表 1-6-1：男女別にみた正社員・正職員の平均勤続年数（過去の調査との比較） ＜設問４＞ 

 
＊（ ）内の数字は有効回答数 

図表 1-6-2：正社員・正職員の平均勤続年数の内訳（男女別） ＜設問４＞ 
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（２）産業分類別の特徴 

産業分類別にみると、＜医療・福祉＞では、平均勤続年数 10 年未満の割合が 63.7％となってお

り、他の産業分類と比較して高くなっている。（図表 1-6-3） 

（３）従業員規模別の特徴 

従業員規模別にみると、＜299人以下＞の事業所では、10年未満の割合が50％前後となっている。

＜300人以上＞の事業所では、10年未満の割合が 21.4％となっており、他の従業員規模の事業所と

比較して低くなっている。（図表 1-6-3） 

図表 1-6-3：正社員・正職員の事業所平均勤続年数の内訳（産業分類別/従業員規模別） ＜設問４＞ 
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（４）その他の特徴 

女性に限定した正社員・正職員の平均勤続年数を産業分類別にみると、＜卸・小売業＞＜医療・

福祉＞＜サービス業＞では、平均勤続年数 10 年未満の割合が 60％を超えており、特に＜医療・福

祉＞では 69.3％と高くなっている。（図表 1-6-4） 

従業員規模別にみると、＜299人以下＞の事業所では、規模が大きくなる程、「５年未満」の回答

割合が低くなり、「５～10年未満」の回答割合が高くなる傾向がみられる。＜300人以上＞の事業所

では、10 年未満の割合が 35.7％となっており、他の従業員規模の事業所と比較して低くなってい

る。（図表 1-6-4） 

図表1-6-4：【女性】正社員・正職員の事業所平均勤続年数の内訳（産業分類別/従業員規模別） ＜設問４＞ 
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１－７ 従業員の平均賃金（月収） 

（１）全体的な特徴 

従業員の平均賃金（月収）を雇用形態別にみると、正社員・正職員では＜男性＞が 334,598円で

あるのに対し、＜女性＞は 268,874円と 65,724円低くなっている。また、非正規社員・非正規職員

でも＜男性＞が 133,932 円であるのに対し、＜女性＞は 114,651 円と 19,281 円低くなっている。

（図表 1-7-1） 

平均賃金（月収）20万円未満の割合を比較すると、正社員・正職員では＜女性＞は 14.7％、＜男

性＞は 8.9％となっている。一方、非正規社員・非正規職員では＜女性＞は 87.2％、＜男性＞は

73.7％となっている。（図表 1-7-2） 

図表 1-7-1：平均賃金（月収）（雇用形態別×男女別） ＜設問５＞ 
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図表 1-7-2：平均賃金（月収）の内訳（雇用形態別×男女別） ＜設問５＞ 
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（２）産業分類別の特徴 

正社員・正職員の平均賃金（月収）を産業分類別にみると、＜医療・福祉＞の 20万円未満の割合

が他の産業分類と比較して高くなっているのに対し、女性に限定してみると、＜卸・小売業＞の 20

万円未満の割合が他の産業分類と比較して高くなっている。また、産業分類別に男女間の差をみる

と、20万円未満の割合は、＜医療・福祉＞を除く３業種において、女性が男性より高くなっている。

＜医療・福祉＞では、20万円未満の割合は女性が男性を下回っている一方、30万円以上の割合も女

性が男性を下回っている。（図表 1-7-3、1-7-4） 

非正規社員・非正規職員の平均賃金（月収）を産業分類別にみると、いずれの業種でも 20万円未

満の割合が 70％を超えており、特に＜卸・小売業＞では、10 万円未満の割合が 52.3％と他の産業

分類と比較して高くなっている。また、産業分類別に男女間の差をみると、20 万円未満の割合は、

＜医療・福祉＞を除く３業種において、女性が男性より高くなっており、＜医療・福祉＞では、男

女による大きな差はみられない。（図表 1-7-5） 

（３）従業員規模別の特徴 

正社員・正職員の平均賃金（月収）を従業員規模別にみると、全体・男女ともに、規模が小さく

なる程、20万円未満の割合が高くなっており、非正規社員・非正規職員についても同様の傾向とな

っている。（図表 1-7-3、1-7-6、1-7-7） 
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図表 1-7-3：正社員・正職員の平均賃金（月収）の内訳（産業分類別/従業員規模別） ＜設問５＞ 

 
＊（ ）内の数字は有効回答数 
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図表 1-7-4：正社員・正職員の平均賃金（月収）の内訳（産業分類別×男女別） ＜設問５＞ 
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図表 1-7-5：非正規社員・非正規職員の平均賃金（月収）の内訳（産業分類別×男女別） ＜設問５＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 
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図表 1-7-6：正社員・正職員の平均賃金（月収）の内訳（従業員規模別×男女別） ＜設問５＞ 
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図表 1-7-7：非正規社員・非正規職員の平均賃金（月収）の内訳（従業員規模別×男女別） ＜設問５＞ 
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第２章 女性の雇用・登用推進状況 

２－１ 女性の雇用（採用、継続就業）に向けた取組の実施状況 

（１）全体的な特徴 

女性の雇用（採用、継続就業）に向けた取組については、「仕事と育児・介護等の両立支援」が

46.1％で最も高く、次いで「長時間労働の是正」が 36.6％、「明確な基準に沿った、性別にとらわれ

ない人事評価」が 31.8％、「女性の採用拡大」が 25.4％、「ワーク・ライフ・バランス推進のための

組織の風土改革や理解促進」が 21.9％となっている。なお、「特に実施していない」は 28.9％とな

っている。（図表 2-1-1） 

図表 2-1-1：女性の雇用（採用、継続就業）に向けた取組の実施状況 ＜設問６＞ （複数回答） 
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（２）産業分類別の特徴 

産業分類別にみると、＜卸・小売業＞を除く３業種において、「仕事と育児・介護等の両立支援」

が最も高くなっている。中でも＜医療・福祉＞では 64.2％と、約３分の２の事業所が実施している。

また、＜卸・小売業＞では「特に実施していない」が最も高く、他の産業分類と比較しても高くな

っている。なお、「特に実施していない」を除くと「長時間労働の是正」が最も高くなっている。（図

表 2-1-2） 

（３）従業員規模別の特徴 

従業員規模別にみると、＜10 人以上＞の事業所では、「仕事と育児・介護等の両立支援」が最も

高く、規模が大きくなる程、回答割合が高くなる傾向がみられ、＜300人以上＞の事業所では 71.4％

が実施している。また、＜9人以下＞の事業所では、「特に実施していない」が最も高く、規模が小

さくなる程、回答割合が高くなる傾向がみられる。（図表 2-1-2） 

図表 2-1-2：女性の雇用（採用、継続就業）に向けた取組の実施状況（産業分類別/従業員規模別）  

＜設問６＞ （複数回答） 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数、太字・下線部分は全体・各属性において最も高い値 
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２－２ 女性の雇用（採用、継続就業）を進める上での課題 

（１）全体的な特徴 

女性の雇用（採用、継続就業）を進める上での課題として挙がっているのは、「育児・介護等によ

る制約が多い」が 27.0％で最も高く、次いで「時間外労働、深夜労働をさせにくい」が 17.2％、「男

女で従事する職務内容が分かれている」が 14.4％、「女性の勤続年数が平均的に短い」が 12.8％、

「短時間勤務やテレワークなど、柔軟な働き方ができる制度整備が必要になる」が 9.5％となって

いる。なお、「特に課題はない」は 40.6％となっている。（図表 2-2-1） 

図表 2-2-1：女性の雇用・登用を進める上での課題 ＜設問７＞ （複数回答） 
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女性のための設備の整備（トイレや更衣室 

など）にコストがかかる 

その他 

特に課題はない 
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（２）産業分類別の特徴 

産業分類別にみると、＜製造業＞では、「男女で従事する職務内容が分かれている」が 24.4％、

と他の産業分類と比較して高くなっている。「育児・介護等による制約が多い」については、＜卸・

小売業＞で 36.2％、＜医療・福祉＞で 33.3％と他の産業分類と比較して高くなっている。また、「時

間外労働、深夜労働をさせにくい」については、＜卸・小売業＞が 27.6％と他の産業分類と比較し

て高くなっている。（図表 2-2-2） 

（３）従業員規模別の特徴 

従業員規模別にみると、＜299人以下＞の事業所では、「特に課題はない」を除くと「育児・介護

等による制約が多い」が最も高く、規模が大きくなる程、回答割合が高くなる傾向がみられる。＜

300 人以上＞の事業所では、「女性のための設備の整備（トイレや更衣室など）にコストがかかる」

が最も高くなっている。（図表 2-2-2） 

図表 2-2-2：女性の雇用・登用を進める上での課題（産業分類別/従業員規模別） ＜設問７＞ （複数回答） 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数、太字・下線部分は全体・各属性において最も高い値 

 

  

（単位：％）

育児・介
護等によ
る制約が
多い

時間外労
働、深夜
労働をさ
せにくい

男女で従
事する職
務内容が
分かれて
いる

女性の勤
続年数が
平均的に
短い

短時間勤
務やテレ
ワークな
ど、柔軟な
働き方が
できる制
度整備が
必要にな
る

重量物の
取扱いや
危険有害
業務につ
いて、法
制上の制
約がある

女性のた
めの設備
の整備（ト
イレや更
衣室など）
にコストが
かかる

その他 特に課題
はない

27.0 17.2 14.4 12.8 9.5 7.3 5.9 4.9 40.6

製造業(172) 21.5 15.7 24.4 9.9 8.1 15.7 7.0 8.1 33.7

卸・小売業(105) 36.2 27.6 18.1 14.3 8.6 11.4 5.7 1.9 36.2

医療・福祉(147) 33.3 12.2 4.1 11.6 12.2 0.7 4.1 4.1 46.3

サービス業(295) 23.1 15.3 11.9 14.9 8.8 3.7 5.4 4.4 45.1

9人以下(81) 21.0 16.0 12.3 12.3 8.6 6.2 6.2 1.2 54.3

10～29人(412) 26.7 17.7 15.0 11.4 9.0 8.3 5.6 5.1 39.6

30～99人(183) 30.1 15.3 17.5 13.1 9.8 6.0 5.5 4.9 36.1

100～299人(33) 36.4 21.2 3.0 24.2 15.2 3.0 3.0 9.1 39.4

300人以上(14) 21.4 7.1 7.1 21.4 7.1 7.1 28.6 14.3 35.7

全事業所(749)

産

業

分

類

別

従

業

員

規

模

別
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２－３ 女性管理職の割合 

（１）全体的な特徴 

課長相当職以上の女性比率は 18.7％となっており、前回調査の 17.2％、前々回調査の 15.1％か

ら経年で上昇傾向にある。（図表 2-3-1） 

係長相当職以上の女性比率は 20.0％であり、前回、前々回調査と比較して増減はあるものの、お

おむね横ばいとなっている。（図表 2-3-2） 

管理職の職位別にみると、今回調査では、部長相当職と係長相当職の女性比率は前回調査よりも

やや減少したが、経年の傾向では、中長期的にはいずれの職位も女性比率は増加傾向にあるといえ

る。（図表 2-3-3） 

図表 2-3-1：課長相当職以上の女性比率 ＜設問８＞ 

 
＊（ ）内の数字は課長相当職以上の管理職数 

図表 2-3-2：係長相当職以上の女性比率 ＜設問８＞ 

 
＊（ ）内の数字は係長相当職以上の管理職数 

  

18.7 

17.2 

15.1 

81.3 

82.8 

84.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(5,575)

令和２年度(6,938)

平成29年度(4,494)

女性 男性

20.0 

21.7 

19.8 

80.0 

78.3 

80.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(8,243)

令和２年度(12,023)

平成29年度(7,111)

女性 男性
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図表 2-3-3：管理職の職位別男女割合（過去の調査との比較） ＜設問８＞ 

  

26.0 

22.0 

24.6 

15.8 

18.5 

14.8 

9.9 

74.0 

78.0 

75.4 

84.2 

81.5 

85.2 

90.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(1,802)

令和２年度(2,055)

平成29年度(1,016)

平成27年度(2,002)

平成25年度(2,707)

平成22年度(1,483)

平成18年度(945)

役
員

14.8 

15.6 

13.0 

12.4 

10.6 

6.4 

5.9 

85.2 

84.4 

87.0 

87.6 

89.4 

93.6 

94.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(1,379)

令和２年度(1,947)

平成29年度(1,129)

平成27年度(2,395)

平成25年度(3,163)

平成22年度(3,241)

平成18年度(2,085)

部
長

相
当

職

15.3 

15.0 

11.9 

13.4 

12.6 

7.7 

8.2 

84.7 

85.0 

88.1 

86.6 

87.4 

92.3 

91.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(2,394)

令和２年度(2,936)

平成29年度(2,349)

平成27年度(4,248)

平成25年度(5,637)

平成22年度(8,964)

平成18年度(4,547)

課
長

相
当

職

22.8 

27.8 

28.0 

25.6 

22.5 

18.9 

18.2 

77.2 

72.2 

72.0 

74.4 

77.5 

81.1 

81.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(2,668)

令和２年度(5,085)

平成29年度(2,617)

平成27年度(7,125)

平成25年度(9,120)

平成22年度(17,676)

平成18年度(7,019)

係
長

相
当

職

女性 男性

＊（ ）内の数字は管理職数 

役
員 

部
長
相
当
職 

課
長
相
当
職 

係
長
相
当
職 
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（２）産業分類別の特徴 

産業分類別にみると、＜医療・福祉＞では、いずれの職位においても、女性管理職の割合が他の

産業分類と比較して突出して高くなっている。（図表 2-3-4） 

課長相当職以上に限定した女性比率や係長相当職以上の女性比率は、いずれも＜医療・福祉＞が

50％台と突出して高く、その他の３業種については、10％台となっている。（図表 2-3-5、2-3-6） 

（３）従業員規模別の特徴 

従業員規模別にみると、規模が大きくなる程、女性管理職の割合が低くなる傾向がみられ、特に

役員は規模の大きい事業所と小さい事業所との差が大きくなっている。（図表 2-3-4） 

課長相当職以上に限定した女性比率や係長相当職以上の女性比率も、規模が大きくなる程、低く

なる傾向がみられる。（図表 2-3-7、2-3-8） 

図表 2-3-4：管理職に占める女性の割合（産業分類別/従業員規模別） ＜設問８＞ 

 

図表 2-3-5：課長相当職以上の女性比率（産業分類別） ＜設問８＞ 

 

＊（ ）内の数字は管理職数 

  

役員人数 うち女性
比率

部長相当
職人数

うち女性
比率

課長相当
職人数

うち女性
比率

係長相当
職人数

うち女性
比率

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1,802 26.0 1,379 14.8 2,394 15.3 2,668 22.8

製造業 537 17.9 471 5.1 796 8.7 659 12.1

卸・小売業 165 21.2 171 11.7 403 12.4 642 25.9

医療・福祉 288 49.3 136 54.4 177 58.8 179 60.9

サービス業 749 24.6 567 13.6 977 14.2 1,143 21.0

9人以下 106 34.9 28 28.6 31 25.8 34 32.4

10～29人 847 30.5 391 23.3 434 25.3 365 34.5

30～99人 541 24.4 404 14.9 698 18.9 609 28.9

100～299人 166 16.9 248 12.1 423 16.8 397 30.5

300人以上 101 4.0 296 4.4 788 5.7 1,245 13.7

（単位）

全事業所

産

業

分

類

別

従

業

員

規

模

別

10.5 

14.2 

53.2 

17.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

製造業(1,804)

卸・小売業(739)

医療・福祉(601)

サービス業(2,293)
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図表 2-3-6：係長相当職以上の女性比率（産業分類別） ＜設問８＞ 

 

＊（ ）内の数字は管理職数 

図表 2-3-7：課長相当職以上の女性比率（従業員規模別） ＜設問８＞ 

 
＊（ ）内の数字は管理職数 

図表 2-3-8：係長相当職以上の女性比率（従業員規模別） ＜設問８＞ 

 
＊（ ）内の数字は管理職数 

  

10.9 

19.6 

55.0 

18.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

製造業(2,463)

卸・小売業(1,381)

医療・福祉(780)

サービス業(3,436)

32.1 

27.5 

19.7 

15.4 

5.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

9人以下(165)

10～29人(1,672)

30～99人(1,643)

100～299人(837)

300人以上(1,185)

32.2 

28.7 

22.2 

20.3 

9.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

9人以下(199)

10～29人(2,037)

30～99人(2,252)

100～299人(1,234)

300人以上(2,430)
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（４）その他の特徴 

女性役員がいる事業所の割合を産業分類別にみると、＜医療・福祉＞が 52.3％で最も高く、＜卸・

小売業＞が 28.0％で最も低くなっている。また、従業員規模別にみると、＜299人以下＞の事業所

では 30％を超えているが、＜300人以上＞の事業所では 14.3％と低くなっている。（図表 2-3-9、2-

3-10） 

女性役員がいる事業所では、女性役員がいない事業所に比べて、部長相当職以下の各職位におい

て管理職の女性比率が高くなっている。（図表 2-3-11、2-3-12） 

また、女性役員がいる事業所と女性役員がいない事業所で、課長相当職以上に限定した女性比率

や係長相当職以上の女性比率を比較すると、産業分類別、従業員規模別のいずれの分類でも、女性

役員がいない事業所に比べて、女性役員がいる事業所は管理職の女性比率が高くなっている。（図表

2-3-13、2-3-14、2-3-15、2-3-16） 

図表 2-3-9：女性役員がいる事業所の割合（産業分類別） ＜設問８＞ 

 

＊（ ）内の数字は事業所数 

図表 2-3-10：女性役員がいる事業所の割合（従業員規模別） ＜設問８＞ 

 
＊（ ）内の数字は事業所数 

  

40.4 

28.0 

52.3 

41.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

製造業(178)

卸・小売業(107)

医療・福祉(151)

サービス業(304)

34.5 

43.3 

41.5 

47.1 

14.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

9人以下(84)

10～29人(425)

30～99人(188)

100～299人(34)

300人以上(14)
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図表 2-3-11：女性役員がいる事業所における管理職の職位別男女比 ＜設問８＞ 

 

＊（ ）内の数字は管理職数 

図表 2-3-12：女性役員がいない事業所における管理職の職位別男女比 ＜設問８＞ 

 

＊（ ）内の数字は管理職数 

図表 2-3-13：女性役員がいる事業所における課長相当職以上の女性比率（産業分類別） ＜設問８＞ 

  

45.2 

27.7 

28.9 

42.4 

38.1 

54.8 

72.3 

71.1 

57.6 

61.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役員(1,038)

部長相当職(441)

課長相当職(546)

係長相当職(517)

計(2,542)

女性 男性

0.0 

8.7 

11.3 

18.1 

11.9 

100.0 

91.3 

88.7 

81.9 

88.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役員(764)

部長相当職(938)

課長相当職(1,848)

係長相当職(2,151)

計(5,701)

女性 男性

24.5 

29.5 

59.2 

34.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

製造業(511)

卸・小売業(193)

医療・福祉(426)

サービス業(851)

＊（ ）内の数字は管理職数 
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図表 2-3-14：女性役員がいない事業所における課長相当職以上の女性比率（産業分類別） ＜設問８＞ 

 

＊（ ）内の数字は管理職数 

図表 2-3-15：女性役員がいる事業所における課長相当職以上の女性比率（従業員規模別） ＜設問８＞ 

 
＊（ ）内の数字は管理職数 

図表 2-3-16：女性役員がいない事業所における課長相当職以上の女性比率（従業員規模別） ＜設問８＞ 

 
＊（ ）内の数字は管理職数 

  

4.9 

8.8 

38.9 

7.2 
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製造業(1,293)

卸・小売業(546)

医療・福祉(175)

サービス業(1,442)

58.7 

41.3 

36.1 

24.6 

33.3 
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9人以下(75)

10～29人(879)

30～99人(640)

100～299人(366)

300人以上(24)

10.0 

12.1 

9.3 

8.3 

4.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

9人以下(90)

10～29人(793)

30～99人(1,003)

100～299人(471)

300人以上(1,161)
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２－４ 女性管理職の登用（昇進）に向けた取組の実施 

（１）全体的な取組状況  

女性管理職の登用（昇進）に向けた取組の有無については、「取組を実施している」事業所が 26.5％、

「必要だと思うが実施していない」事業所が 53.8％、「必要とは思わず実施していない」事業所が

19.8％となっている。（図表 2-4-1） 

（２）産業分類別の取組状況 

取組を実施している割合を産業分類別にみると、＜医療・福祉＞が 40.8％で最も高く、次いで＜

サービス業＞が 25.4％、＜製造業＞が 19.2％となっており、＜卸・小売業＞が 18.8％で最も低く

なっている。（図表 2-4-1） 

（３）従業員規模別の取組状況 

取組を実施している割合を従業員規模別にみると、＜100～299 人＞の事業所が 29.4％で最も高

く、次いで＜300人以上＞の事業所が 28.6％となっている。規模が小さくなる程、「取組が必要だと

思わず、取組も実施していない」の回答割合が高くなる傾向がみられる。（図表 2-4-1） 
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図表 2-4-1：女性管理職の登用（昇進）に向けた取組状況（産業分類別/従業員規模別） ＜設問９＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

  

26.5 53.8 19.8 
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女性管理職の登用に向けた取組を実施している
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別 
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２－５ 女性管理職の登用（昇進）を進める上での課題 

（１）全体的な課題 

女性管理職の登用（昇進）を進める上での課題として挙がっているのは、「女性本人が希望しない」

が 28.4％で最も高く、次いで「必要な知識や経験、判断力等を有する女性がいない」が 21.3％、「既

に女性管理職が十分在職している」が 15.2％となっている。なお、「特に課題はない」は 42.7％と

なっている。（図表 2-5-1） 

図表 2-5-1：女性管理職の登用（昇進）を進める上での課題 ＜設問 10＞ （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 
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21.3 

15.2 

13.5 
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女性本人が希望しない 

必要な知識や経験、判断力等を有する 

女性がいない 

既に女性管理職が十分在職している 

女性のキャリアアップに関する管理職の 

意欲や理解が足りない 

その他 

特に課題はない 
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（２）産業分類別の課題 

産業分類別にみると、いずれの業種でも「特に課題はない」が最も高くなっている。「女性本人が

希望しない」も全業種で 30％前後と回答割合が高くなっている。＜医療・福祉＞では、「既に女性

管理職が十分在職している」が 34.3％と他の産業分類と比較して高くなっている。（図表 2-5-2） 

（３）従業員規模別の課題 

従業員規模別にみると、「女性本人が希望しない」は、いずれの規模でも 30％前後と大きな差は

みられない。「女性のキャリアアップに関する管理職の意欲や理解が足りない」は、規模が大きくな

る程、回答割合が高くなる傾向がみられる。（図表 2-5-2） 

図表 2-5-2：女性管理職の登用（昇進）を進める上での課題（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 10＞  

（複数回答） 

 
＊（ ）内の数字は有効回答数、太字・下線部分は全体・各属性において最も高い値 

  

（単位：％）

女性本人が
希望しない

必要な知識
や経験、判
断力等を有
する女性が
いない

既に女性管
理職が十分
在職してい
る

女性のキャ
リアアップに
関する管理
職の意欲や
理解が足り
ない

その他 特に課題は
ない

28.4 21.3 15.2 13.5 4.9 42.7

製造業(171) 25.1 28.1 9.4 13.5 3.5 43.3

卸・小売業(103) 36.9 25.2 4.9 18.4 3.9 43.7

医療・福祉(143) 30.8 12.6 34.3 11.2 4.2 37.1

サービス業(295) 26.8 19.3 12.9 13.9 6.4 45.4

9人以下(77) 32.5 18.2 14.3 13.0 2.6 48.1

10～29人(410) 25.9 20.0 16.1 11.2 4.4 45.6

30～99人(184) 29.9 27.2 15.2 17.4 4.9 35.9

100～299人(33) 36.4 18.2 15.2 21.2 9.1 30.3

300人以上(14) 28.6 21.4 7.1 21.4 28.6 28.6

全事業所(742)

産

業

分

類

別

従

業

員

規

模

別
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２－６ 女性管理職の登用（昇進）を女性本人が希望しない理由 

（１）全体的な課題 

女性管理職の登用（昇進）を女性本人が希望しない理由については、「責任が重いため」が 71.6％

で最も高く、次いで「必要な知識や経験、判断力等を有していないため」が 37.0％、「育児・介護等

による制約が多いため」が 28.4％、「働く時間や場所の選択など柔軟な働き方ができないため」が

23.2％となっている。（図表 2-6-1） 

図表 2-6-1：女性管理職の登用（昇進）を女性本人が希望しない理由 ＜設問 11＞ （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

71.6 

37.0 

28.4 

23.2 

21.3 

17.5 

10.4 

9.0 

6.2 

0% 20% 40% 60% 80%

責任が重いため

必要な知識や経験、判断力等を有して

いないため

育児・介護等による制約が多いため

働く時間や場所の選択など柔軟な働き方が

できないため

時間外労働が多いため

職場にロールモデルがいないため

人材育成への苦手意識があるため

出張、転勤に対応するのが難しいため

その他 全事業所(211)

責任が重いため 

必要な知識や経験、判断力等を有して 

いないため 

育児・介護等による制約が多いため 

働く時間や場所の選択など柔軟な働き方が 
できないため 

時間外労働が多いため 

職場にロールモデルがいないため 

人材育成への苦手意識があるため 

出張、転勤に対応するのが難しいため 

その他 
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（２）産業分類別の課題 

産業分類別にみると、いずれの業種でも「責任が重いため」が最も高くなっている。次いで＜製

造業＞＜医療・福祉＞＜サービス業＞の３業種では、「必要な知識や経験、判断力等を有していない

ため」が高くなっており、＜卸・小売業＞では、「育児・介護等による制約が多いため」が高くなっ

ている。（図表 2-6-2） 

（３）従業員規模別の課題 

従業員規模別にみると、いずれの規模でも「責任が重いため」が最も高くなっている。＜100～299

人＞の事業所では、「育児・介護等による制約が多いため」が 75.0％と他の従業員規模の事業所と

比較して高くなっている。（図表 2-6-2） 

図表 2-6-2：女性管理職の登用（昇進）を女性本人が希望しない理由（産業分類別/従業員規模別）  

＜設問 11＞ （複数回答） 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数、太字・下線部分は全体・各属性において最も高い値 

 

  

（単位：％）

責任が重
いため

必要な知
識や経
験、判断
力等を有
していない
ため

育児・介
護等によ
る制約が
多いため

働く時間
や場所の
選択など
柔軟な働
き方がで
きないた
め

時間外労
働が多い
ため

職場に
ロールモ
デルがい
ないため

人材育成
への苦手
意識があ
るため

出張、転
勤に対応
するのが
難しいた
め

その他

71.6 37.0 28.4 23.2 21.3 17.5 10.4 9.0 6.2

製造業(43) 65.1 48.8 18.6 20.9 20.9 25.6 7.0 7.0 9.3

卸・小売業(38) 73.7 36.8 39.5 28.9 23.7 18.4 10.5 5.3 7.9

医療・福祉(44) 75.0 27.3 25.0 15.9 11.4 13.6 18.2 4.5 11.4

サービス業(79) 70.9 35.4 29.1 26.6 24.1 12.7 7.6 13.9 1.3

9人以下(25) 88.0 36.0 28.0 20.0 8.0 8.0 8.0 4.0 4.0

10～29人(106) 68.9 37.7 24.5 18.9 22.6 16.0 10.4 6.6 6.6

30～99人(55) 67.3 30.9 25.5 30.9 21.8 21.8 14.5 9.1 7.3

100～299人(12) 91.7 50.0 75.0 33.3 25.0 41.7 0.0 33.3 0.0

300人以上(4) 75.0 50.0 25.0 50.0 25.0 25.0 0.0 25.0 25.0

全事業所(211)

産

業

分

類

別

従

業

員

規

模

別
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２－７ 女性の雇用・登用を進める影響（効果） 

女性の雇用・登用を進めると事業所にどのような影響（効果）を与えるか、「①優秀な人材の確保・

定着につながる」「②生産性の向上につながる」「③企業業績の向上につながる」「④企業評価の向上

につながる」「⑤職場風土が改善され、組織が活性化する」「⑥多様な視点を持つことで多方面から

のニーズに応えられる」の６項目について、３択（そう思う、そう思わない、わからない）で聞い

た。 

（１）全体的な特徴 

全体的にみると、「そう思う」の回答割合は、「⑥多様な視点を持つことで多方面からのニーズに

応えられる」が 63.8％で最も高く、次いで「①優秀な人材の確保・定着につながる」が 61.9％、「④

企業評価の向上につながる」が 59.4％となっている。「②生産性の向上につながる」と「③企業業

績の向上につながる」は、「そう思う」の回答割合が 50％を下回っている。（図表 2-7-1） 

図表 2-7-1：女性の雇用・登用を進める影響（効果）/全体編 ＜設問 12＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊（ ）内の数字は各項目別有効回答数 

 

  

61.9 

45.7 

47.7 

59.4 

57.8 

63.8 

11.4 

16.4 

13.9 

10.5 

11.4 

9.2 

26.8 

37.9 

38.4 

30.1 

30.8 

27.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①優秀な人材の確保・定着につながる(740)

②生産性の向上につながる(731)

③企業業績の向上につながる(732)

④企業評価の向上につながる(731)

⑤職場風土が改善され、組織が活性化する
(730)

⑥多様な視点を持つことで多方面からの

ニーズに応えられる(732)

そう思う そうは思わない わからない

①優秀な人材の確保・定着につながる(740) 

②生産性の向上につながる(731) 

③企業業績の向上につながる(732) 

④企業評価の向上につながる(731) 

⑤職場風土が改善され、組織が活性化する

(730) 

⑥多様な視点を持つことで多方面からのニーズ 
に応えられる(732) 
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（２）産業分類別、従業員規模別の特徴 

①優秀な人材の確保・定着につながる 

産業分類別にみると、「そう思う」の回答割合は、＜製造業＞を除く３業種では 60％を超えてい

るが、＜製造業＞は 47.7％と 50％を下回っている。従業員規模別にみると、「そう思う」の回答割

合は、＜100～299人＞の事業所が 76.5％で最も高く、次いで＜30～99人＞の事業所が 65.0％とな

っている。＜299人以下＞の事業所では、規模が大きくなる程、「そう思う」の回答割合が高くなる

傾向がみられる。（図表 2-7-2） 

図表 2-7-2：女性の雇用・登用を進める影響（効果）/個別編 

①優秀な人材の確保・定着につながる（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 12＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

61.9 11.4 26.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(740)

47.7 

66.0 

71.9 

64.4 

14.9 

9.7 

9.4 

10.3 

37.4 

24.3 

18.7 

25.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(174)

卸・小売業(103)

医療・福祉(139)

サービス業(292)

産
業

分
類

別

56.4 

61.9 

65.0 

76.5 

64.3 

12.8 

11.3 

11.5 

11.8 

0.0 

30.8 

26.8 

23.5 

11.8 

35.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(78)

10～29人(407)

30～99人(183)

100～299人(34)

300人以上(14)

従
業
員
規
模
別

そう思う そうは思わない わからない

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 
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②生産性の向上につながる 

産業分類別にみると、「そう思う」の回答割合は、＜医療・福祉＞が 53.3％で最も高く、次いで＜

卸・小売業＞が 49.0％となっており、＜製造業＞が 40.1％で最も低くなっている。従業員規模別に

みると、「そう思う」の回答割合は、＜100～299 人＞の事業所が 52.9％で最も高く、次いで＜9 人

以下＞の事業所が 48.1％となっており、＜300 人以上＞の事業所が 35.7％で最も低くなっている。

（図表 2-7-3） 

図表 2-7-3：女性の雇用・登用を進める影響（効果）/個別編 

②生産性の向上につながる（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 12＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

45.7 16.4 37.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(731)

40.1 

49.0 

53.3 

43.1 

18.0 

17.6 

17.5 

14.5 

41.9 

33.3 

29.2 

42.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(172)

卸・小売業(102)

医療・福祉(137)

サービス業(290)

産
業

分
類

別

48.1 

45.8 

45.6 

52.9 

35.7 

14.3 

15.8 

18.7 

20.6 

7.1 

37.7 

38.5 

35.7 

26.5 

57.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(77)

10～29人(400)

30～99人(182)

100～299人(34)

300人以上(14)

従
業

員
規
模

別

そう思う そうは思わない わからない

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 
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③企業業績の向上につながる 

産業分類別にみると、「そう思う」の回答割合は、＜医療・福祉＞が 55.5％で最も高く、次いで＜

サービス業＞が 46.9％となっており、＜製造業＞が 40.9％で最も低くなっている。従業員規模別に

みると、「そう思う」の回答割合は、＜100～299人＞の事業所が 52.9％で最も高く、次いで＜10～

29人＞の事業所が 50.1％となっており、＜300人以上＞の事業所が 21.4％で最も低くなっている。

（図表 2-7-4） 

図表 2-7-4：女性の雇用・登用を進める影響（効果）/個別編 

③企業業績の向上につながる（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 12＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

  

47.7 13.9 38.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(732)

40.9 

46.6 

55.5 

46.9 

15.2 

10.7 

16.1 

13.4 

43.9 

42.7 

28.5 

39.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(171)

卸・小売業(103)

医療・福祉(137)

サービス業(290)

産
業

分
類

別

50.0 

50.1 

44.2 

52.9 

21.4 

16.7 

11.2 

17.7 

17.6 

14.3 

33.3 

38.7 

38.1 

29.4 

64.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(78)

10～29人(401)

30～99人(181)

100～299人(34)

300人以上(14)

従
業
員
規

模
別

そう思う そうは思わない わからない

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 
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④企業評価の向上につながる 

産業分類別にみると、「そう思う」の回答割合は、いずれの業種でも約 60％となっている。従業

員規模別にみると、「そう思う」の回答割合は、＜100～299人＞の事業所が 73.5％で最も高く、次

いで＜30～99人＞の事業所が 62.4％となっている。＜299人以下＞の事業所では、規模が大きくな

る程、「そう思う」の回答割合が高くなる傾向がみられる。（図表 2-7-5） 

図表 2-7-5：女性の雇用・登用を進める影響（効果）/個別編 

④企業評価の向上につながる（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 12＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

  

59.4 10.5 30.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(731)

58.5 

59.8 

58.4 

59.3 

10.5 

10.8 

13.1 

9.3 

31.0 

29.4 

28.5 

31.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(171)

卸・小売業(102)

医療・福祉(137)

サービス業(290)

産
業

分
類

別

55.1 

59.5 

62.4 

73.5 

42.9 

12.8 

10.5 

10.5 

8.8 

0.0 

32.1 

30.0 

27.1 

17.6 

57.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(78)

10～29人(400)

30～99人(181)

100～299人(34)

300人以上(14)

従
業
員

規
模

別

そう思う そうは思わない わからない

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 
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⑤職場風土が改善され、組織が活性化する 

産業分類別にみると、「そう思う」の回答割合は、＜卸・小売業＞が 65.0％で最も高く、次いで＜

製造業＞が 63.5％となっており、＜医療・福祉＞が 52.6％で最も低くなっている。従業員規模別に

みると、「そう思う」の回答割合は、＜300人以上＞の事業所が 64.3％で最も高く、次いで＜100～

299人＞の事業所が 63.6％となっており、規模が大きくなる程、「そう思う」の回答割合がおおむね

高くなる傾向がみられる。（図表 2-7-6） 

図表 2-7-6：女性の雇用・登用を進める影響（効果）/個別編 

⑤職場風土が改善され、組織が活性化する（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 12＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

  

57.8 11.4 30.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(730)

63.5 

65.0 

52.6 

53.8 

7.1 

6.8 

19.0 

11.4 

29.4 

28.2 

28.5 

34.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(170)

卸・小売業(103)

医療・福祉(137)

サービス業(290)

産
業

分
類

別

57.7 

58.9 

58.7 

63.6 

64.3 

11.5 

10.7 

10.1 

21.2 

7.1 

30.8 

30.4 

31.3 

15.2 

28.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(78)

10～29人(401)

30～99人(179)

100～299人(34)

300人以上(14)

従
業
員
規

模
別

そう思う そうは思わない わからない

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 
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⑥多様な視点を持つことで多方面からのニーズに応えられる 

産業分類別にみると、「そう思う」の回答割合は、＜製造業＞を除く３業種では 60％を超えてお

り、＜製造業＞でも 56.7％と 50％を超えている。従業員規模別にみると、「そう思う」の回答割合

は、＜100～299 人＞の事業所が 87.9％で最も高く、次いで＜300 人以上＞の事業所が 78.6％とな

っており、＜10～29人＞の事業所が 61.2％で最も低くなっている。（図表 2-7-7） 

図表 2-7-7：女性の雇用・登用を進める影響（効果）/個別編 

⑥多様な視点を持つことで多方面からのニーズに応えられる（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 12＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 
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２－８ 女性管理職の増加見込み 

（１）全体的な特徴 

今後の女性管理職の増加見込みについては、「見込んでいる」が 29.4％、「見込んでいない」が

18.9％、「わからない」が 51.7％となっている。（図表 2-8-1） 

（２）産業分類別の特徴 

産業分類別にみると、「見込んでいる」の回答割合は、＜医療・福祉＞が 42.1％で最も高く、次い

で＜卸・小売業＞が 31.7％、＜サービス業＞が 28.0％となっており、＜製造業＞が 19.5％で最も

低くなっている。（図表 2-8-1） 

（３）従業員規模別の特徴 

従業員規模別にみると、「見込んでいる」の回答割合は、＜300人以上＞の事業所が 64.3％で最も

高く、次いで＜100～299人＞の事業所が 51.5％となっており、規模が大きくなる程、回答割合がお

おむね高くなる傾向がみられる。（図表 2-8-1） 
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図表 2-8-1：女性管理職の増加見込み（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 13＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

29.4 18.9 51.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(746)

19.5 

31.7 

42.1 

28.0 
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第３章 多様で柔軟な働き方を進めるための取組 

３－１ 在籍している従業員の有給休暇の取得状況 

（１）全体的な取得状況 

正社員・正職員および非正規社員・非正規職員の年次有給休暇の取得率（１人あたりの平均取得

日数÷１人あたりの平均付与日数）については、正社員・正職員が 56.7％（１人あたりの平均付与

日数 14.54日、取得日数 8.24日）、非正規社員・非正規職員が 76.5％（１人あたりの平均付与日数

7.81日、取得日数 5.97日）となっている。（図表 3-1-1） 

正社員・正職員の年次有給休暇取得率を過去の調査と比較すると、前回調査より低くなっている

が、前々回調査よりは高い水準となっている（令和２年度：60.3％（１人あたりの平均付与日数 14.42

日、取得日数 8.70日）、平成 29年度：50.8％（１人あたりの平均付与日数 12.88日、取得日数 6.54

日））。（図表 3-1-1） 

また、正社員・正職員の年次有給休暇の取得率の内訳については、「50～70％未満」が 28.5％で

最も高く、次いで「30～50％未満」が 22.0％となっている。なお、70％以上取得できている事業所

は 36.1％となっている。（図表 3-1-2） 

図表 3-1-1：雇用形態別にみた年次有給休暇の取得率（過去の調査との比較） ＜設問 14＞ 
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図表 3-1-2：正社員・正職員の年次有給休暇の取得率の内訳 ＜設問 14＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

13.4 22.0 28.5 19.8 16.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(551)

30％未満(74) 30～50％未満(121) 50～70％未満(157)
70～100％未満(109) 100％(90)
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（２）正社員・正職員の年次有給休暇の取得状況（産業分類別、従業員規模別） 

正社員・正職員の平均取得率を産業分類別にみると、＜卸・小売業＞が 69.6％で最も高く、＜サ

ービス業＞が 51.9％で最も低くなっている。従業員規模別にみると、＜300 人以上＞の事業所が

64.1％で最も高く、＜100～299人＞の事業所が 41.5％で最も低くなっている。（図表 3-1-4） 

図表 3-1-3：正社員・正職員の年次有給休暇の取得率の内訳（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 14＞ 
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３－２ 多様で柔軟な働き方に関する制度 

（１）全体的な特徴 

多様で柔軟な働き方に関する各種制度の整備・利用状況について、「制度があり、利用実績がある」

の回答割合は、「⑤非正規と正規の転換制度」が 31.2％で最も高く、次いで「①テレワーク」が 26.9％、

「②フレックスタイム」が 22.7％、「③限定正社員制度（職務・勤務地・短時間等）」が 15.4％、「④

職種の転換制度（一般職と総合職等）」が 13.5％となっている。（図表 3-2-1） 

「①テレワーク」と「②フレックスタイム」について、制度がある事業所や利用実績がある事業

所の割合を過去の調査と比較すると、「①テレワーク」は、前回調査よりいずれの割合も増加傾向と

なっている一方、「②フレックスタイム」は、前回調査よりいずれの割合も減少傾向となっている。

（図表 3-2-2、3-2-3） 

図表 3-2-1：多様で柔軟な働き方に関する制度の有無と利用状況/全体編 ＜設問 16-1＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

図表 3-2-2：①テレワークに関する制度の有無と利用状況（過去の調査との比較） ＜設問 16-1＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 
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図表 3-2-3：②フレックスタイムに関する制度の有無と利用状況（過去の調査との比較） ＜設問 16-1＞ 
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（２）産業分類別、従業員規模別の特徴 

①テレワーク 

「制度があり、利用実績がある」の回答割合を産業分類別にみると、＜サービス業＞が 31.3％で

最も高くなっている。従業員規模別にみると、＜300人以上＞の事業所が 64.3％で最も高く、規模

が大きくなる程、回答割合が高くなる傾向がみられる。（図表 3-2-4） 

図表 3-2-4：多様で柔軟な働き方に関する制度の有無と利用状況/個別編 

①テレワーク（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 16-1＞ 
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②フレックスタイム 

「制度があり、利用実績がある」の回答割合を産業分類別にみると、＜サービス業＞が 28.0％で

最も高くなっている。従業員規模別にみると、＜300人以上＞の事業所が 64.3％で最も高く、規模

が大きくなる程、回答割合がおおむね高くなる傾向がみられる。（図表 3-2-5） 

図表 3-2-5：多様で柔軟な働き方に関する制度の有無と利用状況/個別編 

②フレックスタイム（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 16-1＞ 
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③限定正社員制度（職務・勤務地・短時間等） 

「制度があり、利用実績がある」の回答割合を産業分類別にみると、＜医療・福祉＞が 17.8％で

最も高く、＜卸・小売業＞は 9.9％と他の産業分類と比較して低くなっている。従業員規模別にみ

ると、＜100～299人＞の事業所が 36.4％で最も高く、＜299人以下＞の事業所では、規模が大きく

なる程、回答割合が高くなる傾向がみられる。（図表 3-2-6） 

図表 3-2-6：多様で柔軟な働き方に関する制度の有無と利用状況/個別編 

③限定正社員制度（職務・勤務地・短時間等）（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 16-1＞ 
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④職種の転換制度（一般職から総合職等） 

「制度があり、利用実績がある」の回答割合を産業分類別にみると、＜サービス業＞が 14.9％で

最も高く、＜卸・小売業＞は 9.1％と他の産業分類と比較して低くなっている。従業員規模別にみ

ると、＜100～299人＞の事業所が 38.2％で最も高く、＜299人以下＞の事業所では、規模が大きく

なる程、回答割合が高くなる傾向がみられる。（図表 3-2-7） 

図表 3-2-7：多様で柔軟な働き方に関する制度の有無と利用状況/個別編 

④職種の転換制度（一般職から総合職等）（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 16-1＞ 
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14.9 

4.7 

3.0 

3.0 

5.3 

16.4 

15.2 

8.1 

12.1 

66.1 

72.7 

74.8 

67.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(171)

卸・小売業(99)

医療・福祉(135)

サービス業(282)

産
業
分
類
別

6.8 

9.4 

21.7 

38.2 

21.4 

2.7 

4.3 

6.7 

2.9 

7.1 

10.8 

13.7 

12.8 

14.7 

0.0 

79.7 

72.7 

58.9 

44.1 

71.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(74)

10～29人(395)

30～99人(180)

100～299人(34)

300人以上(14)

従
業
員
規
模
別

制度があり、利用実績がある 制度はあるが、利用実績はない

制度はないが、今後導入を検討 制度はなく、今後導入する予定もない

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 
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⑤非正規と正規の転換制度 

「制度があり、利用実績がある」の回答割合を産業分類別にみると、＜医療・福祉＞が 44.3％で

最も高くなっている。従業員規模別にみると、＜100～299人＞の事業所が 58.8％で最も高く、規模

が大きくなる程、回答割合が高くなる傾向がみられる。（図表 3-2-8） 

図表 3-2-8：多様で柔軟な働き方に関する制度の有無と利用状況/個別編 

⑤非正規と正規の転換制度（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 16-1＞ 

 
＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

31.2 8.0 16.7 44.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(714)

25.7 

27.6 

44.3 

29.9 

7.8 

8.2 

10.0 

7.6 

19.2 

16.3 

15.7 

14.0 

47.3 

48.0 

30.0 

48.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(167)

卸・小売業(98)

医療・福祉(140)

サービス業(278)

産
業
分
類
別

15.1 

28.0 

41.0 

58.8 

50.0 

4.1 

8.1 

9.0 

11.8 

7.1 

16.4 

17.7 

15.2 

23.5 

0.0 

64.4 

46.2 

34.8 

5.9 

42.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(73)

10～29人(396)

30～99人(178)

100～299人(34)

300人以上(14)

従
業
員
規
模
別

制度があり、利用実績がある 制度はあるが、利用実績はない

制度はないが、今後導入を検討 制度はなく、今後導入する予定もない

産
業
分
類
別 
従
業
員
規
模
別 
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（３）新型コロナウイルス感染症によるテレワーク制度の見直し 

テレワークの制度を保有する 210事業所に対して、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か

ら、制度見直しを実施したかを聞いたところ、「制度を新たに導入した」が 49.5％で最も高く、次

いで「制度の拡充や利用の推奨を行った」が 38.1％、「制度見直しは行わなかった」が 12.4％とな

っている。（図表 3-2-9） 

産業分類別にみると、「制度の拡充や利用の推奨を行った」の回答割合は、＜サービス業＞が

43.2％で最も高く、「制度を新たに導入した」は＜サービス業＞を除く３業種で 50％超と高くなっ

ている。従業員規模別にみると、「制度の拡充や利用の推奨を行った」の回答割合は、＜300人以上

＞の事業所が 55.6％で最も高く、「制度を新たに導入した」は＜100～299人＞の事業所が 64.7％で

最も高くなっている。（図表 3-2-9） 

図表 3-2-9：新型コロナ感染拡大防止とテレワーク制度の見直し有無（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 16-2＞ 

   

38.1 49.5 12.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(210)

37.8 

30.8 

25.7 

43.2 

55.6 

57.7 

54.3 

45.3 

6.7 

11.5 

20.0 

11.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(45)

卸・小売業(26)

医療・福祉(35)

サービス業(95)

産
業

分
類

別

54.5 

32.4 

45.5 

35.3 

55.6 

36.4 

50.0 

45.5 

64.7 

44.4 

9.1 

17.6 

9.1 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(11)

10～29人(102)

30～99人(66)

100～299人(17)

300人以上(9)

従
業

員
規

模
別

制度の拡充や利用の推奨を行った 制度を新たに導入した 制度見直しは行わなかった

＊（ ）内の数字は有効回答数 

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 
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（４）テレワークの推進意向 

テレワークの制度を保有する 210事業所に対して、今後もテレワークを推進するかどうか聞いた

ところ、「推進する」が 53.8％で最も高く、次いで「わからない」が 35.2％、「推進しない」が 11.0％

となっている。（図表 3-2-10） 

産業分類別にみると、＜製造業＞＜医療・福祉＞＜サービス業＞では、「推進する」の回答割合が

50％を超えている。特に＜医療・福祉＞では、「推進する」が 60.0％で最も高く、「推進しない」が

8.6％で最も低くなっている。一方、＜卸・小売業＞では「推進する」の回答割合が 48.1％で最も低

い。「推進しない」の回答割合が最も高いのは、＜サービス業＞で 12.9％となっている。従業員規

模別にみると、＜9人以下＞の事業所で「推進する」が 63.6％で最も高く、＜30～99人＞の事業所

で「推進する」が 50.0％で最も低い。また、＜100人以上＞の事業所で「推進しない」と回答した

がところはない。（図表 3-2-10） 

図表 3-2-10：テレワークの推進意向（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 16-3＞ 

  

53.8 11.0 35.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(210)

52.2 

48.1 

60.0 

53.8 

10.9 

11.1 

8.6 

12.9 

37.0 

40.7 

31.4 

33.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(46)

卸・小売業(27)

医療・福祉(35)

サービス業(93)

産
業

分
類

別

63.6 

54.9 

50.0 

58.8 

55.6 

9.1 

10.8 

15.2 

0.0 

0.0 

27.3 

34.3 

34.8 

41.2 

44.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(11)

10～29人(102)

30～99人(66)

100～299人(17)

300人以上(9)

従
業

員
規

模
別

推進する 推進しない わからない

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 

＊（ ）内の数字は有効回答数 



第３部 調査結果の分析・考察 

70 

（５）新型コロナウイルス感染症によるフレックスタイム制度の見直し 

フレックスタイム制度を保有する 176事業所に対して、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観

点から、制度見直しを実施したかを聞いたところ、「制度見直しは行わなかった」が 46.0％で最も

高く、次いで「制度の拡充や利用の推奨を行った」が 39.2％、「制度を新たに導入した」が 14.8％

となっている。（図表 3-2-11） 

産業分類別にみると、＜製造業＞で「制度の拡充や利用の推奨を行った」が 50.0％、「制度を新

たに導入した」が 19.4％と、ともに他の産業分類よりも高くなっている。従業員規模別にみると、

「制度の拡充や利用の推奨を行った」は、規模が大きくなる程、回答割合がおおむね高くなる傾向

がみられる。（図表 3-2-11） 

図表 3-2-11：新型コロナ感染拡大防止とフレックスタイム制度の見直し有無（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 16-4＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数  

39.2 14.8 46.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(176)

50.0 

29.4 

32.3 

38.4 

19.4 

5.9 

9.7 

17.4 

30.6 

64.7 

58.1 

44.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(36)

卸・小売業(17)

医療・福祉(31)

サービス業(86)

産
業

分
類

別

30.8 

35.8 

42.1 

38.5 

55.6 

23.1 

17.3 

12.3 

15.4 

0.0 

46.2 

46.9 

45.6 

46.2 

44.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(13)

10～29人(81)

30～99人(57)

100～299人(13)

300人以上(9)

従
業

員
規

模
別

制度の拡充や利用の推奨を行った 制度を新たに導入した 制度見直しは行わなかった

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 
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（６）フレックスタイム制度の推進意向 

フレックスタイム制度を保有する 164事業所に対して、今後もフレックスタイム制度を推進する

かどうか聞いたところ、「推進する」が 64.6％で最も高く、次いで「わからない」が 29.3％、「推進

しない」が 6.1％となっている。（図表 3-2-12） 

産業分類別にみると、＜医療・福祉＞では、「推進する」が 54.8％で最も低く、「推進しない」が

12.9％で最も高くなっている。従業員規模別にみると、「推進する」は、規模が大きくなる程、回答

割合が高くなる傾向がみられる。また、＜300 人以上＞の事業所で「推進しない」と回答した事業

所はない。（図表 3-2-12） 

図表 3-2-12：フレックスタイム制度の推進意向（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 16-5＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

64.6 6.1 29.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(164)

63.6 

68.8 

54.8 

69.6 

9.1 

6.3 

12.9 

2.5 

27.3 

25.0 

32.3 

27.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(33)

卸・小売業(16)

医療・福祉(31)

サービス業(79)

産
業

分
類

別

42.9 

63.6 

68.6 

75.0 

75.0 

7.1 

6.5 

3.9 

8.3 

0.0 

50.0 

29.9 

27.5 

16.7 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(14)

10～29人(77)

30～99人(51)

100～299人(12)

300人以上(8)

従
業

員
規

模
別

推進する 推進しない わからない

産
業
分
類
別 

従
業
員
規
模
別 
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３－３ 育児休業 

（１）全体的な取得状況 

育児休業の取得率については、男性が 15.7％、女性が 90.8％と、男性の取得率は低く、前回調査

から 1.9ポイント低くなっているが、中長期的には増加傾向となっている。（図表 3-3-1、3-3-2） 

育児休業を取得した男性従業員の取得期間別人数については、「１か月以上３か月未満」が 31.3％

で最も高くなっている。また、「１か月以上」を合計すると 54.2％となっている。（図表 3-3-3） 

過去の調査と比較すると、前回調査より「２週間未満」が減少し、「１か月以上３か月未満」が増

加している。（図表 3-3-4） 

図表 3-3-1：育児休業の取得者数と取得率 ＜設問 17-1＞ 

 
育児休業 

男性従業員 女性従業員 

配偶者が出産

した従業員 
324人 

出産した 

従業員 
250人 

取得者数 51人 227人 

取得率 15.7％ 90.8％ 

図表 3-3-2：育児休業取得率（過去の調査との比較） ＜設問 17-1＞ 

 

 

  

15.7 

17.6 

7.2 

6.4 

4.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

令和２年度

平成29年度

平成27年度

平成25年度

男
性

90.8 

89.6 

100.0 

97.8 

95.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

令和２年度

平成29年度

平成27年度

平成25年度

女
性女

性 

男
性 
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図表 3-3-3：育児休業を取得した男性従業員の取得した期間の内訳 ＜設問 17-2＞ 

 

＊（ ）内の数字は取得者数 

図表 3-3-4：育児休業を取得した男性従業員の取得した期間の内訳（過去の調査との比較） ＜設問 17-2＞ 

 

＊（ ）内の数字は取得者数 

  

39.6 

55.3 

38.9 

6.3 

6.6 

11.1 

31.3 

14.5 

11.1 

8.3 

14.5 

16.7 

14.6 

9.2 

22.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(48)

令和２年度(76)

平成29年度(18)

２週間未満 ２週間以上１か月未満 １か月以上３か月未満

３か月以上６か月未満 ６か月以上
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（２）産業分類別、従業員規模別の取得状況 

産業分類別、従業員規模別について、各業種・各従業員規模における有効回答数が少ないため、

単純比較はできないが、回答結果は以下のとおりとなっている。（図表 3-3-5） 

図表 3-3-5：育児休業を取得した男性従業員の取得した期間の内訳（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 17-2

＞ 

 
＊（ ）内の数字は取得者数 

  

22.9 16.7 6.3 31.3 8.3 14.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業を取得した

男性従業員(48)

14.3 

0.0 

71.4 

16.1 

28.6 

100.0 

0.0 

16.1 

14.3 

0.0 

0.0 

6.5 

14.3 

0.0 
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0.0 

0.0 
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9.7 
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0.0 

0.0 
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製造業(7)

卸・小売業(1)

医療・福祉(7)

サービス業(31)

産
業
分
類
別

0.0 

7.1 

50.0 

0.0 

7.1 

0.0 

21.4 

22.2 

0.0 

7.1 

0.0 

14.3 

0.0 

0.0 

7.1 

0.0 

21.4 

22.2 

0.0 

57.1 

0.0 

7.1 

5.6 

50.0 

7.1 

0.0 

28.6 

0.0 

50.0 

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(0)

10～29人(14)

30～99人(18)

100～299人(2)

300人以上(14)

従
業

員
規

模
別

１週間未満 １週間以上２週間未満 ２週間以上１か月未満

１か月以上３か月未満 ３か月以上６か月未満 ６か月以上

産
業
分
類
別 
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業
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３－４ 男性従業員の育児休業取得を進める上での課題 

（１）全体的な課題 

男性従業員の育児休業取得を進める上での課題として挙がっているのは、「男性従業員本人が希

望しない」が 35.5％で最も高く、次いで「男性従業員の育児休業取得に関する同僚の理解が足りな

い」が 13.3％、「男性従業員の育児休業取得に関する経営層の意欲や理解が足りない」が 11.5％、

「男性従業員の育児休業取得に関する管理職の意欲や理解が足りない」が 10.5％となっている。な

お、「特にない」は 48.1％となっている。（図表 3-4-1） 

図表 3-4-1：男性従業員の育児休業取得を進める上での課題 ＜設問 18＞ （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

35.5 

13.3 

11.5 

10.5 

8.9 

2.1 

48.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

男性従業員本人が希望しない

男性従業員の育児休業取得に関する

同僚の理解が足りない

男性従業員の育児休業取得に関する

経営層の意欲や理解が足りない

男性従業員の育児休業取得に関する

管理職の意欲や理解が足りない

その他

既に対象となる男性従業員のほぼ全てが

育児休業を取得している

特にない

全事業所(722)

男性従業員本人が希望しない 

男性従業員の育児休業取得に関する同僚 

の理解が足りない 

男性従業員の育児休業取得に関する 

経営層の意欲や理解が足りない 

男性従業員の育児休業取得に関する 
管理職の意欲や理解が足りない 

その他 

既に対象となる男性従業員のほぼ全てが 

育児休業を取得している 

特にない 
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（２）産業分類別の課題 

産業分類別にみると、いずれの業種でも「特にない」が最も高く、次いで「男性従業員本人が希

望しない」が高くなっている。（図表 3-4-2） 

（３）従業員規模別の課題 

従業員規模別にみると、＜100～299 人＞の事業所では、「男性従業員本人が希望しない」が最も

高く、他の従業員規模の事業所と比較しても高くなっている。また、＜299人以下＞の事業所では、

規模が大きくなる程、「男性従業員本人が希望しない」の回答割合が高くなる傾向がみられる。（図

表 3-4-2） 

図表 3-4-2：男性従業員の育児休業取得を進める上での課題（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 18＞ 

（複数回答） 

 
＊（ ）内の数字は有効回答数、太字・下線部分は全体・各属性において最も高い値 

  

（単位：％）

男性従業員
本人が希望
しない

男性従業員
の育児休業
取得に関す
る同僚の理
解が足りな
い

男性従業員
の育児休業
取得に関す
る経営層の
意欲や理解
が足りない

男性従業員
の育児休業
取得に関す
る管理職の
意欲や理解
が足りない

その他 既に対象と
なる男性従
業員のほぼ
全てが育児
休業を取得
している

特にない

35.5 13.3 11.5 10.5 8.9 2.1 48.1

製造業(173) 34.1 16.2 13.9 15.0 11.0 2.9 43.4

卸・小売業(102) 38.2 14.7 14.7 10.8 2.9 1.0 51.0

医療・福祉(131) 28.2 9.9 8.4 4.6 9.9 3.1 55.0

サービス業(285) 37.5 12.3 10.2 9.8 9.1 1.4 48.4

9人以下(73) 21.9 9.6 11.0 9.6 5.5 0.0 61.6

10～29人(395) 31.9 13.7 12.7 11.1 8.9 2.0 50.6

30～99人(183) 41.0 13.7 8.7 8.2 9.8 3.3 42.1

100～299人(33) 72.7 18.2 18.2 15.2 6.1 3.0 15.2

300人以上(14) 42.9 14.3 7.1 21.4 14.3 0.0 42.9

全事業所(722)

産

業

分

類

別

従

業

員

規

模

別
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３－５ 育児休業取得を男性従業員本人が希望しない理由 

（１）全体的な課題 

育児休業取得を男性従業員本人が希望しない理由については、「業務が繁忙で職場の人手が不足

していた」が 58.2％で最も高く、次いで「配偶者や親族等、自分以外に育児を担う人がいた」が

47.0％、「給料・ボーナスを減らしたくなかった」が 41.4％、「育休を取得しなくても育児参加しや

すい環境だった」が 23.5％となっている。（図表 3-5-1） 

図表 3-5-1：育児休業取得を男性従業員本人が希望しない理由 ＜設問 19＞ （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

  

58.2 

47.0 

41.4 

23.5 

17.9 

11.6 

9.6 

6.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

業務が繁忙で職場の人手が不足していた

配偶者や親族等、自分以外に育児を

担う人がいた

給料・ボーナスを減らしたくなかった

育休を取得しなくても育児参加しやすい

環境だった

職場が育休を取得しづらい雰囲気だった

制度や手続きについて理解していなかった

昇給・昇任など、今後のキャリア形成に

悪影響がありそうだと思った

その他 全事業所(251)

業務が繁忙で職場の人手が不足していた 

配偶者や親族等、自分以外に育児を担う 

人がいた 

給料・ボーナスを減らしたくなかった 

育休を取得しなくても育児参加しやすい 
環境だった 

職場が育休を取得しづらい雰囲気だった 

制度や手続きについて理解していなかった 

昇給・昇任など、今後のキャリア形成に 

悪影響がありそうだと思った 

その他 
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（２）産業分類別の課題 

産業分類別にみると、＜医療・福祉＞を除く３業種では、「業務が繁忙で職場の人手が不足してい

た」が最も高くなっており、＜医療・福祉＞では、「配偶者や親族等、自分以外に育児を担う人がい

た」が最も高くなっている。また、＜製造業＞＜卸・小売業＞では、「職場が育休を取得しづらい雰

囲気だった」が、＜医療・福祉＞では、「給料・ボーナスを減らしたくなかった」が他の産業分類と

比較して高くなっている。（図表 3-5-2） 

（３）従業員規模別の課題 

従業員規模別にみると、従業員規模によって回答にばらつきがみられるが、「業務が繁忙で職場の

人手が不足していた」と「給料・ボーナスを減らしたくなかった」は、いずれの規模の事業所でも

回答割合が高くなっている。（図表 3-5-2） 

図表 3-5-2：育児休業取得を男性従業員本人が希望しない理由（産業分類別/従業員規模別）  

＜設問 19＞ （複数回答） 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数、太字・下線部分は全体・各属性において最も高い値 

 

  

（単位：％）

業務が繁
忙で職場
の人手が
不足してい
た

配偶者や
親族等、自
分以外に
育児を担う
人がいた

給料・ボー
ナスを減ら
したくな
かった

育休を取得
しなくても
育児参加し
やすい環
境だった

職場が育
休を取得し
づらい雰囲
気だった

制度や手
続きについ
て理解して
いなかった

昇給・昇任
など、今後
のキャリア
形成に悪
影響があり
そうだと
思った

その他

58.2 47.0 41.4 23.5 17.9 11.6 9.6 6.8

製造業(59) 69.5 42.4 42.4 25.4 27.1 11.9 10.2 3.4

卸・小売業(37) 70.3 43.2 35.1 16.2 27.0 13.5 16.2 2.7

医療・福祉(37) 56.8 62.2 54.1 29.7 13.5 2.7 10.8 5.4

サービス業(104) 49.0 43.3 41.3 22.1 10.6 12.5 6.7 8.7

9人以下(15) 33.3 46.7 40.0 46.7 13.3 0.0 0.0 13.3

10～29人(125) 66.4 45.6 45.6 19.2 21.6 8.8 12.0 6.4

30～99人(72) 56.9 45.8 33.3 26.4 16.7 13.9 5.6 5.6

100～299人(24) 37.5 58.3 45.8 29.2 8.3 16.7 12.5 8.3

300人以上(6) 83.3 16.7 33.3 16.7 16.7 50.0 16.7 0.0

全事業所(251)

産

業

分

類

別

従

業

員

規

模

別
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３－６ 多様で柔軟な働き方を進める上での課題 

（１）全体的な課題 

多様で柔軟な働き方を進める上での課題については、「育児休業や介護休業などによる代替要員

の確保が難しい」が 50.0％で最も高く、次いで「職場で周りの人の業務量が増える」が 40.4％、「特

に問題となるものはない」が 23.4％となっている。（図表 3-6-1） 

図表 3-6-1：多様で柔軟な働き方を進める上での課題 ＜設問 20＞ （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

50.0 

40.4 

21.0 

17.6 

16.5 

14.6 

10.9 

10.4 

6.9 

6.6 

3.8 

23.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

育児休業や介護休業などによる

代替要員の確保が難しい

職場で周りの人の業務量が増える

収入が減ることなどへの不安があり、

従業員が制度の利用を望まない

現場管理職が従業員をマネジメント

することが難しくなる

職場によっては理解が得にくい

雰囲気がある

制度の導入に伴い、コストが増大する

（勤怠管理の複雑化による運用負荷、

テレワーク導入のための環境整備など）

導入・実施の効果を企業として数値等で

把握しにくい

取引先の理解が得られない

多様で柔軟な働き方の推進について、

管理職の理解が不足している

経営トップのコミットメントが不足している

その他

特に問題となるものはない
全事業所(728)

職場によっては理解が得にくい雰囲気 

がある 

制度の導入に伴い、コストが増大する 

（勤怠管理の複雑化による運用負荷、 

テレワーク導入のための環境整備など） 

現場管理職が従業員をマネジメントする 

ことが難しくなる 

収入が減ることなどへの不安があり、 

従業員が制度の利用を望まない 

職場で周りの人の業務量が増える 

育児休業や介護休業などによる代替 

要員の確保が難しい 

導入・実施の効果を企業として数値等で 

把握しにくい 

取引先の理解が得られない 

多様で柔軟な働き方の推進について、 

管理職の理解が不足している 

経営トップのコミットメントが不足している 

その他 

特に問題となるものはない 



第３部 調査結果の分析・考察 

80 

（２）産業分類別の課題 

産業分類別にみると、いずれの業種でも「育児休業や介護休業などによる代替要員の確保が難し

い」が最も高く、特に＜卸・小売業＞で 56.6％と高くなっている。また、＜卸・小売業＞で「職場

で周りの人の業務量が増える」が 51.5％と他の産業分類と比較して高くなっている。（図表 3-6-2） 

（３）従業員規模別の課題 

従業員規模別にみると、いずれの規模の事業所も「育児休業や介護休業などによる代替要員の確

保が難しい」が 50％前後で高く、その他、「職場で周りの人の業務量が増える」も高くなっている。

また、「職場によっては理解が得にくい雰囲気がある」は、規模が大きくなる程、回答割合が高くな

る傾向がみられ、反対に、「特に問題となるものはない」は、規模が小さくなる程、回答割合が高く

なる傾向がみられる。（図表 3-6-2） 

図表 3-6-2：多様で柔軟な働き方を進める上での課題（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 20＞ （複数回

答） 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数、太字・下線部分は全体・各属性において最も高い値 

  

（単位：％）

育児休
業や介
護休業
などによ
る代替要
員の確
保が難し
い

職場で
周りの人
の業務
量が増
える

収入が
減ること
などへの
不安が
あり、従
業員が
制度の
利用を望
まない

現場管
理職が
従業員を
マネジメ
ントする
ことが難
しくなる

職場に
よっては
理解が
得にくい
雰囲気
がある

制度の
導入に
伴い、コ
ストが増
大する
（勤怠管
理の複
雑化によ
る運用負
荷、テレ
ワーク導
入のため
の環境
整備な
ど）

導入・実
施の効
果を企業
として数
値等で
把握しに
くい

取引先
の理解
が得られ
ない

多様で
柔軟な
働き方の
推進につ
いて、管
理職の
理解が
不足して
いる

経営トッ
プのコ
ミットメン
トが不足
している

その他 特に問
題となる
ものはな
い

50.0 40.4 21.0 17.6 16.5 14.6 10.9 10.4 6.9 6.6 3.8 23.4

製造業(168) 47.6 44.6 24.4 17.9 17.3 13.1 11.3 15.5 10.7 5.4 4.2 22.6

卸・小売業(99) 56.6 51.5 25.3 22.2 20.2 19.2 14.1 13.1 4.0 9.1 0.0 20.2

医療・福祉(142) 50.7 36.6 17.6 12.0 8.5 10.6 5.6 3.5 4.2 4.2 6.3 26.8

サービス業(288) 49.0 35.8 18.8 18.4 17.4 16.3 11.8 10.1 5.9 6.6 4.2 23.3

9人以下(77) 44.2 33.8 22.1 10.4 10.4 11.7 7.8 7.8 6.5 6.5 1.3 37.7

10～29人(395) 52.2 41.5 21.5 17.0 13.2 14.4 11.9 11.6 6.6 7.3 3.8 23.3

30～99人(184) 49.5 38.0 19.0 21.7 20.1 14.7 12.5 10.3 6.5 5.4 5.4 19.6

100～299人(34) 52.9 61.8 29.4 23.5 38.2 29.4 2.9 0.0 5.9 5.9 5.9 2.9

300人以上(14) 50.0 50.0 14.3 21.4 42.9 7.1 14.3 0.0 21.4 0.0 0.0 7.1

全事業所(728)

産

業

分

類

別

従

業

員

規

模

別



第３部 調査結果の分析・考察 

81 

第４章 ハラスメントの防止 

４－１ ハラスメント対策に関する取組状況 

（１）全体的な特徴 

職場のハラスメントに関する取組状況については、「職場のあらゆるハラスメントについて、防止

策や対応策等の取組を行っている」事業所は 48.4％であった。また、「『セクシュアルハラスメント』、

『妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント』について、防止策や対応策等の取組

を行っている（『パワーハラスメント』の防止策等の取組は行っていない）」事業所は 2.2％となっ

ており、合わせると 50.6％が何らかの取組を行っている。 

反対に、「必要性は感じているが、取組は進んでいない」は 23.6％、「特に必要性は感じていない」

は 25.8％となっており、合わせると 49.4％で取組が進んでいない状況となっている。（図表 4-1-1） 

過去の調査と比較すると、「職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や対応策等の取組を行

っている」事業所は、前回調査より 11.6ポイント増加している。（図表 4-1-2） 

 

※「職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や対応策等の取組を行っている」の回答割合は、回答の

うち、「職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や対応策等の取組を行っている」と「『パワーハラ

スメント』、『セクシュアルハラスメント』、『妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント』

について、防止策や対応策等の取組を行っている」の回答割合の合計値 

図表 4-1-1：ハラスメント対策に関する取組状況 ＜設問 21＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

※職場のセクシュアルハラスメント対策、妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント対策は

事業主に義務づけられています。また、令和２年６月１日に改正労働施策総合推進法が施行され、パワー

ハラスメント対策が新たに義務化されました（中小企業については、施行時点では努力義務、令和４年４

月１日から義務化）。 

 

  

48.4 2.2 23.6 25.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(725)

職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や対応策等の取組を行っている

「セクシュアルハラスメント」、「妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント」について、防止

策や対応策等の取組を行っている（「パワーハラスメント」の防止策等の取組は行っていない）

必要性は感じているが、取組は進んでいない

特に必要性は感じていない
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図表 4-1-2：ハラスメント対策に関する取組状況（過去の調査との比較） ＜設問 21＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

（２）産業分類別の特徴 

産業分類別にみると、「職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や対応策等の取組を行って

いる」の回答割合は、＜医療・福祉＞が 52.2％で最も高くなっている。一方、「特に必要性は感じ

ていない」の回答割合も＜医療・福祉＞が 29.0％で最も高くなっている。また、「必要性は感じて

いるが取組は進んでいない」の回答割合は、＜卸・小売業＞が 37.4％で最も高くなっている。（図

表 4-1-3） 

過去の調査と比較すると、いずれの業種でも「職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や

対応策等の取組を行っている」の回答割合が増加傾向となっている。（図表 4-1-4） 

（３）従業員規模別の特徴 

従業員規模別にみると、「職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や対応策等の取組を行っ

ている」は、規模が大きくなる程、回答割合が高くなる傾向がみられる。一方、「必要性は感じてい

るが、取組は進んでいない」と「特に必要性は感じていない」は、規模が小さくなる程、回答割合

が高くなる傾向がみられる。（図表 4-1-3） 

過去の調査と比較すると、いずれの規模でも「職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や

対応策等の取組を行っている」の回答割合が増加傾向となっており、規模が大きくなる程、今回調

査と前回調査との差が大きくなっている。（図表 4-1-5） 

  

48.4 

36.8 

2.2 

8.4 

23.6 

27.9 

25.8 

27.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(725)

令和２年度(1,098)

職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や対応策等の取組を行っている

「セクシュアルハラスメント」、「妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント」について、防止

策や対応策等の取組を行っている（「パワーハラスメント」の防止策等の取組は行っていない）

必要性は感じているが、取組は進んでいない

特に必要性は感じていない
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図表 4-1-3：ハラスメント対策に関する取組状況（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 21＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

  

48.4 2.2 23.6 25.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(725)

42.8 

43.4 

52.2 

51.1 

2.9 

0.0 

0.7 

3.2 

26.0 

37.4 

18.1 

21.1 

28.3 

19.2 

29.0 

24.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(173)

卸・小売業(99)

医療・福祉(138)

サービス業(284)

産
業
分
類
別

31.6 

41.0 

64.5 

81.8 

92.3 

2.6 

2.5 

1.6 

3.0 

0.0 

22.4 

28.4 

17.5 

3.0 

7.7 

43.4 

28.1 

16.4 

12.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9人以下(76)

10～29人(395)

30～99人(183)
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「セクシュアルハラスメント」、「妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント」について、

防止策や対応策等の取組を行っている（「パワーハラスメント」の防止策等の取組は行っていない）

必要性は感じているが、取組は進んでいない

特に必要性は感じていない
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業
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類
別 

従
業
員
規
模
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図表 4-1-4：産業分類別にみたハラスメント対策に関する取組状況（過去の調査との比較） ＜設問 21＞ 
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防止策や対応策等の取組を行っている（「パワーハラスメント」の防止策等の取組は行っていない）
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図表 4-1-5：従業員規模別にみたハラスメント対策に関する取組状況（過去の調査との比較） ＜設問 21＞ 
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「セクシュアルハラスメント」、「妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント」について、

防止策や対応策等の取組を行っている（「パワーハラスメント」の防止策等の取組は行っていない）
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＊（ ）内の数字は有効回答数 

9
人
以
下 

10
～
29

人 

30
～
99

人 

100
～
299

人 

300

人
以
上 



第３部 調査結果の分析・考察 

86 

（４）その他の特徴 

職場のハラスメントに関する取組状況について、産業分類別に従業員規模による傾向をみると、

一部の従業員規模において有効回答数が少ないため、単純比較はできないが、「職場のあらゆるハラ

スメントについて、防止策や対応策等の取組を行っている」は、いずれの業種でも規模が大きくな

る程、回答割合が高くなる傾向がみられる。（図表 4-1-6） 

図表 4-1-6：ハラスメント対策に関する取組状況（産業分類別×従業員規模別） ＜設問 21＞ 
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４－２ ハラスメント対策の具体的な取組内容 

４－１（設問 21）において、「職場のあらゆるハラスメントについて、防止策や対応策等の取組

を行っている」「『セクシュアルハラスメント』、『妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラ

スメント』について、防止策や対応策等の取組を行っている（『パワーハラスメント』の防止策等の

取組は行っていない）」と回答した 361事業所に対して、さらに具体的な取組状況について聞いた。 

（１）全体的な取組状況 

全体的にみると、「相談・苦情に対処するための窓口（担当）を設置している」が 59.8％で最も高

く、次いで「トップの宣言や就業規則などでハラスメント防止についての方針を明確にしている」

が 56.8％で、この２項目が他の取組の回答割合と比較して高くなっている。（図表 4-2-1） 

図表 4-2-1：ハラスメント対策の具体的な取組内容 ＜設問 22＞ （複数回答） 
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相談窓口の設置はしていないが、相談に

応じる人は配置し周知している

社内報、パンフレット等に記事を掲載し、

意識を高めている

社内で実態把握のための調査を実施している、

又は調査を実施できる体制を整えている

ハラスメント防止のためのマニュアル等を

作成している

公的機関などの外部の相談窓口について、

利用しやすいように周知している

事案発生後の対応をあらかじめ定めている

その他 全事業所(361)

相談・苦情に対処するための窓口（担当）を設置 
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又は調査を実施できる体制を整えている 

ハラスメント防止のためのマニュアル等を作成 
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公的機関などの外部の相談窓口について、 

利用しやすいように周知している 

事案発生後の対応をあらかじめ定めている 
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（２）産業分類別の取組状況 

産業分類別にみると、＜医療・福祉＞を除く３業種では、「相談・苦情に対処するための窓口（担

当）を設置している」が最も高くなっており、＜医療・福祉＞では、「トップの宣言や就業規則など

でハラスメント防止についての方針を明確にしている」が最も高くなっている。（図表 4-2-2） 

（３）従業員規模別の取組状況 

従業員規模別にみると、規模が大きくなる程、回答割合がおおむね高くなる項目が多い中、「相談・

苦情に対処するための窓口（担当）を設置している」と「トップの宣言や就業規則などでハラスメ

ント防止についての方針を明確にしている」は、＜300 人以上＞の事業所で特に高くなっている。

（図表 4-2-2） 

図表 4-2-2：ハラスメント対策の具体的な取組実施率（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 22＞ （複数回答） 
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４－３ ハラスメント対策に取り組んでいない理由 

４－１（設問 21）において、ハラスメントに関して、「必要性は感じているが、取組は進んでい

ない」「特に必要性は感じていない」と回答した 312事業所に対して、取り組んでいない理由を聞い

た。 

（１）全体的な特徴 

全体的にみると、「従業員全員に対して個別に目が行き届き、将来、ハラスメントが発生しても個

別に対応するので、とりたてて防止策をとる必要がないため」が 48.4％で最も高く、次いで「過去

に、職場内でハラスメントが発生していないため」が 44.2％となっている。（図表 4-3-1） 

図表 4-3-1：ハラスメントに関して、「必要性は感じているが、取組は進んでいない」「特に必要性は感じてい

ない」と回答した理由 ＜設問 23＞ （複数回答） 
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過去に、職場内でハラスメントが発生して

いないため
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必要がないため

業務多忙のため、対応する余裕がないため

その他
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ため 
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（２）産業分類別の特徴 

産業分類別にみると、＜サービス業＞を除く３業種では、「従業員全員に対して個別に目が行き届

き、将来、ハラスメントが発生しても個別に対応するので、とりたてて防止策をとる必要がないた

め」が最も高くなっており、＜サービス業＞では、「過去に、職場内でハラスメントが発生していな

いため」が最も高くなっている。（図表 4-3-2） 

（３）従業員規模別の特徴 

従業員規模別について、＜100人以上＞の事業所の有効回答数が少ないため、＜99人以下＞の事

業所での傾向をみると、「従業員全員に対して個別に目が行き届き、将来、ハラスメントが発生して

も個別に対応するので、とりたてて防止策をとる必要がないため」と「過去に、職場内でハラスメ

ントが発生していないため」は、ともに 50％前後で高くなっている。（図表 4-3-2） 

図表 4-3-2：ハラスメントに関して、「必要性は感じているが、取組は進んでいない」「特に必要性は感じてい

ない」と回答した理由（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 23＞ （複数回答） 
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（４）その他の特徴 

ハラスメントに関して、「必要性は感じているが、取組は進んでいない」「特に必要性は感じてい

ない」と回答した理由について、産業分類別に従業員規模による回答をみると、一部の従業員規模

において有効回答数が少ないため、単純比較はできないが、回答結果は以下のとおりとなっている。

（図表 4-3-3） 

図表 4-3-3：ハラスメントに関して、「必要性は感じているが、取組は進んでいない」「特に必要性は感じてい

ない」と回答した理由（産業分類別×従業員規模別） ＜設問 23＞ （複数回答） 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数、太字・下線部分は全体・各属性において最も高い値 

 

  

（単位：％）

従業員全員に
対して個別に
目が行き届き、
将来、ハラスメ
ントが発生して
も個別に対応
するので、とり
たてて防止策
をとる必要がな
いため

過去に、職場
内でハラスメン
トが発生してい
ないため

従業員のハラ
スメントに関す
る認知度や防
止に対する意
識が高くなって
おり、防止策を
とる必要がな
いため

業務多忙のた
め、対応する余
裕がないため

その他

48.4 44.2 20.8 17.6 8.0

9人以下(11) 54.5 63.6 0.0 9.1 18.2

10～29人(53) 45.3 45.3 30.2 15.1 3.8

30～99人(18) 61.1 33.3 16.7 16.7 11.1

100～299人(1) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

300人以上(0) － － － － －

9人以下(5) 60.0 100.0 20.0 0.0 0.0

10～29人(35) 54.3 40.0 20.0 25.7 8.6

30～99人(5) 40.0 20.0 0.0 40.0 0.0

100～299人(0) － － － － －

300人以上(0) － － － － －

9人以下(7) 57.1 28.6 14.3 28.6 0.0

10～29人(37) 48.6 43.2 16.2 13.5 16.2

30～99人(11) 36.4 54.5 27.3 9.1 0.0

100～299人(1) 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0

300人以上(0) － － － － －

9人以下(16) 25.0 50.0 18.8 25.0 12.5

10～29人(61) 52.5 44.3 21.3 18.0 8.2

30～99人(21) 42.9 52.4 14.3 9.5 4.8

100～299人(2) 50.0 50.0 100.0 0.0 0.0

300人以上(1) 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

サ
ー

ビ

ス

業

全事業所(312)

製

造

業

卸

・

小

売

業

医

療

・

福

祉
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４－４ ハラスメントが起きた場合、対応として特に困難な点 

（１）全体的な特徴 

ハラスメントが起きた場合に、対応として特に難しいと感じることについては、「当事者の言い分

が食い違う等、事実確認が難しい」が 46.5％で最も高く、次いで「当事者のプライバシーの保持が

難しい」が 36.7％、「加害者の可能性のある者にハラスメントの問題を理解させるのが難しい」が

29.8％、「特になし」が 26.2％となっている。（図表 4-4-1） 

図表 4-4-1：ハラスメントが起きた場合、対応として特に困難な点 ＜設問 24＞ （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

  

46.5 

36.7 

29.8 

22.0 

6.9 

1.8 

26.2 

0% 20% 40% 60% 80%

当事者の言い分が食い違う等、

事実確認が難しい

当事者のプライバシーの保持が難しい

加害者の可能性のある者にハラスメント

の問題を理解させるのが難しい

相談対応のスキルが十分でなく、

対応が難しい

日常の業務が忙しいため、対応する

余裕がない

その他

特になし 全事業所(714)

当事者の言い分が食い違う等、事実 

確認が難しい 

当事者のプライバシーの保持が難しい 

加害者の可能性のある者にハラスメント 
の問題を理解させるのが難しい 

相談対応のスキルが十分でなく、対応が 

難しい 

日常の業務が忙しいため、対応する 

余裕がない 

その他 

特になし 
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（２）産業分類別の特徴 

産業分類別にみると、いずれの業種でも、全事業所とおおむね同様の傾向となっている。（図表 4-

4-2） 

（３）従業員規模別の特徴 

従業員規模別にみると、＜10 人以上＞の事業所では、「当事者の言い分が食い違う等、事実確認

が難しい」が最も高くなっており、＜9人以下＞の事業所では、「特になし」が最も高くなっている。

（図表 4-4-2） 

図表 4-4-2：ハラスメントが起きた際に対応として難しいと感じられること（産業分類別/従業員規模別）  

＜設問 24＞ （複数回答） 

 
＊（ ）内の数字は有効回答数、太字・下線部分は全体・各属性において最も高い値 

 

  

（単位：％）

当事者の言
い分が食い
違う等、事
実確認が難
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当事者のプ
ライバシーの
保持が難し
い

加害者の可
能性のある
者にハラスメ
ントの問題を
理解させる
のが難しい

相談対応の
スキルが十
分でなく、対
応が難しい

日常の業務
が忙しいた
め、対応す
る余裕がな
い

その他 特になし

46.5 36.7 29.8 22.0 6.9 1.8 26.2

製造業(169) 42.0 40.2 32.0 23.7 4.7 1.2 30.2

卸・小売業(96) 47.9 37.5 31.3 27.1 13.5 2.1 18.8

医療・福祉(139) 51.1 34.5 30.9 21.6 5.8 3.6 25.9

サービス業(280) 45.0 35.4 27.1 19.3 6.1 1.4 27.5
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100～299人(33) 57.6 30.3 39.4 15.2 3.0 6.1 21.2

300人以上(14) 50.0 42.9 21.4 7.1 0.0 0.0 28.6

全事業所(714)
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別
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業

員
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第５章 行政の取組 

５－１ 女性活躍やワーク・ライフ・バランスの支援で関心のある行政施策 

関心のある行政施策については、「育児休業の取得を義務付ける法律や条例の制定」が 16.9％で

最も高く、次いで「女性活躍やワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組む企業の事例紹

介」が 16.7％、「女性活躍やワーク・ライフ・バランスの実現に積極的に取り組む企業向けのイン

センティブ」が 16.6％、「男性社員に対する家事や育児等への参画促進に向けた啓発や働きかけ」

が 16.3％、「活用できる支援制度に関する情報提供（メールマガジン、ウェブサイト等）」が 15.6％

となっている。なお、「特になし」は 41.2％となっている。（図表 5-1-1） 

図表 5-1-1：女性活躍やワーク・ライフ・バランスの支援において関心のある行政施策 ＜設問 25＞ （複数回

答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

  

16.9 

16.7 

16.6 

16.3 

15.6 

14.8 

12.5 

10.3 

6.3 

3.7 

2.9 

41.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

育児休業の取得を義務付ける法律や

条例の制定

女性活躍やワーク・ライフ・バランスの推進に

積極的に取り組む企業の事例紹介

女性活躍やワーク・ライフ・バランスの実現に

積極的に取り組む企業向けのインセンティブ

男性社員に対する家事や育児等への

参画促進に向けた啓発や働きかけ

活用できる支援制度に関する情報提供

（メールマガジン、ウェブサイト等）

女性管理職育成を目的とした女性社員向け

セミナー

女性管理職育成を目的とした経営者や

管理職向けセミナー

他の企業・団体等との情報交換の場の提供

女性同士の異業種交流会やネットワーク

構築の支援

女性活躍を推進するアドバイザーの派遣

その他

特になし

全事業所(729)

女性活躍やワーク・ライフ・バランスの推進に 

積極的に取り組む企業の事例紹介 

育児休業の取得を義務付ける法律や条例の 
制定 

女性活躍やワーク・ライフ・バランスの実現に 

積極的に取り組む企業向けのインセンティブ 

男性社員に対する家事や育児等への参画 

促進に向けた啓発や働きかけ 

活用できる支援制度に関する情報提供 

（メールマガジン、ウェブサイト等） 

女性管理職育成を目的とした女性社員向け 

セミナー 

女性管理職育成を目的とした経営者や 

管理職向けセミナー 

他の企業・団体等との情報交換の場の提供 

女性同士の異業種交流会やネットワーク 

構築の支援 

女性活躍を推進するアドバイザーの派遣 

その他 

特になし 
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５－２ よこはまグッドバランス賞（※）の認知度 

※女性の活躍やワーク・ライフ・バランスを推進するため、誰もが働きやすい職場環境づくりを

積極的に進める市内中小企業等を横浜市が認定 

（１）全体的な特徴 

よこはまグッドバランス賞については、「内容まで知っている」が 10.4％、「聞いたことはあるが、

内容は知らない」が 24.6％、「知らない（今回初めて聞いた）」が 65.0％となっている。（図表 5-2-

1） 

過去の調査と比較すると、「内容まで知っている」の回答割合は、前回調査より 1.4ポイント高く

なっているものの、「聞いたことはあるが、内容は知らない」の回答割合は減少し、「知らない（今

回初めて聞いた）」の回答割合は増加している。（図表 5-2-2） 

図表 5-2-1：よこはまグッドバランス賞の認知度 ＜設問 26＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

図表 5-2-2：よこはまグッドバランス賞の認知度（過去の調査との比較） ＜設問 26＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 

 

  

10.4 24.6 65.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全事業所(752)

内容まで知っている 聞いたことはあるが、内容は知らない 知らない（今回初めて聞いた）

10.4 

9.0 

24.6 

32.8 

65.0 

58.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(752)

令和２年度(1,100)

内容まで知っている 聞いたことはあるが、内容は知らない 知らない（今回初めて聞いた）
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（２）産業分類別の特徴 

産業分類別にみると、＜製造業＞では、「内容まで知っている」が 14.9％と他の産業分類と比較

して高くなっている。「知らない（今回初めて聞いた）」の回答割合は、＜卸・小売業＞が 75.0％で

最も高くなっている。（図表 5-2-3） 

過去の調査と比較すると、いずれの業種でも「知らない（今回初めて聞いた）」の回答割合は前回

調査より高くなっている。（図表 5-2-4） 

（３）従業員規模別の特徴 

従業員規模別にみると、規模が小さい程、「聞いたことはあるが、内容は知らない」「知らない」

の回答割合がおおむね高くなる傾向がみられる。（図表 5-2-3） 

過去の調査と比較すると、いずれの規模でも「内容まで知っている」の回答割合は増加傾向とな

っており、規模が大きくなる程、今回調査と前回調査との差が大きくなっている。（図表 5-2-5） 

図表 5-2-3：よこはまグッドバランス賞の認知度（産業分類別/従業員規模別） ＜設問 26＞ 
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図表 5-2-4：産業分類別にみたよこはまグッドバランス賞の認知度（過去の調査との比較） ＜設問 26＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 
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図表 5-2-5：従業員規模別にみたよこはまグッドバランス賞の認知度（過去の調査との比較） ＜設問 26＞ 

 

＊（ ）内の数字は有効回答数 
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